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ライフサイエンス分野――――――――――――――――――――――――― 5
膀我が国初の「メタボローム」研究講座が発足
脂質、糖質、シグナル分子などの代謝産物（metabolites）を系統的、網羅的に解析する研究
を「メタボローム」（metabolome）という。このメタボロームとプロテオーム（タンパク質を系
統的、網羅的に解析する研究）をあわせ見ることで、細胞や個体の機能を網羅的に解析できる。
このため、ゲノム、プロテオームの次の重要課題としてメタボロームが注目され始めているが、
今秋、東京大学大学院医学系研究科に我が国で最初のメタボローム研究講座が発足することが
決まった。我が国は、ゲノムでは欧米に遅れをとり、プロテオームでは現在、激烈な競争を繰
り広げている。脂質、糖質、シグナル分子などは日本の得意とする領域であり、我が国がメタ
ボローム研究で世界の先導的な役割を果たすことが期待される。
膂多分化能獲得は自然細胞融合によるものである可能性が示された
近年、幹細胞の研究が進み、様々な細胞に分化する能力を持つ胚性幹細胞（ES細胞）など
「多分化能細胞」を再生医療に結びつけようとする試みが盛んに行われるようになってきた。最
近、骨髄細胞あるいは脳細胞をES細胞と共培養し、ES細胞の働きにより分化状態の変化（リプ
ログラミング）を起こさせることで、多分化能を持った各々の細胞株が得られたとする研究成
果が報告された。しかし、その後の詳細な解析により、それらは、骨髄細胞や脳細胞がES細胞
と自然細胞融合し、ES細胞の多分化能を保ったまま増殖し株化したものであるという可能性が
示唆された。この結果は、多分化能細胞を作製して利用する研究はもっと慎重にすべきである
という警鐘を投げかけている。
情報通信分野 ――――――――――――――――――――――――――――― 6
膀VLSIシンポジウムに歪みSiデバイスのセッションが新設
LSI技術の重要な国際会議の一つである「VLSIテクノロジーシンポジウム」が、本年は６月
中旬、米国ホノルル市で開催された。今回のシンポジウムでは、LSIの限界をブレークスルーす
る基盤技術として期待が高まっている「歪みSiデバイス」に関するセッションが新設された。
このセッションでは、我が国の超先端電子研究機構（ASET）のグループから、電流駆動能力や
スイッチングの遅延で優れた電気特性を有するデバイスに関する報告があり、また、IBMのグ
ループからは、ゲート漏れ電流の低減と電荷移動速度の向上を両立させるデバイスの報告（ま
だ改善の余地は大きい）などが行なわれた。
環境分野 ――――――――――――――――――――――――――――――― 7
膀オゾン層保護と地球温暖化防止を両立させる新規冷媒に進展
現在、国際的に特定フロン等の段階的削減・全廃を進んでいる。しかし、広く活用されてい
るフロン代替物質は、オゾン破壊防止については効果が高いものの、地球温暖化への影響につ
いては大きな懸念がある。このためオゾン破壊、地球温暖化の両方に効果的なフロン代替物質
の開発が重要な課題である。先頃、地球環境産業技術研究機構（RITE）を中心とする産学官の
研究開発グループは、エーテル系フッ素化合物（HFE）の中から、こうした課題に応える新た
なフロン代替物質を見出し、原料の入手容易性、合成時における経済性の点からも今後、実用
化が期待できるものであると発表した。また、RITEは地球温暖化への影響を推算する手法や代
替候補物質の物性データベース等も開発している。
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2
ナノテク・材料分野―――――――――――――――――――――――――― 8
膀自動車向け軽量ハイブリッド新鋼板の開発に成功
地球環境保全の高まりを受け、世界の自動車メーカー各社は二酸化炭素（CO2）排出量の削減
につながる燃費改善に向け、車体軽量化を積極的に進めている。こうした流れを受け、鉄鋼メ
ーカー各社においても、軽量化につながる鋼材の供給にしのぎを削っている。この程、住友金
属工業と住友軽金属工業は共同で、自動車用の新しい軽量鋼板の開発について発表した。この
鋼板は鉄板とアルミ板を溶接して一体化した「ハイブリッド鋼板」であり、自動車の軽量化に
向け採用が進み始めた高張力鋼板（ハイテン）に比べても約5％、従来の鋼板と比べると約
33％もの軽量化が見込まれる。現在、自動車メーカー側で衝突安全試験が行なわれており、今
後、本格的な採用働きかけが行なわれるとみられる。
エネルギー分野 ―――――――――――――――――――――――――――― 8
膀米国で発光ダイオードの高輝度化が進展
情報通信のデバイスである発光ダイオードLEDは、省電力効果の大きな照明としての期待も
高い。LEDは電流に比例して発光量を増す特性を持つが、発光効率は素子の温度に依存してお
り、電流増加で素子温度が上昇すると急速に発光効率が下がる。この問題を克服するために、
放熱方法に工夫を凝らして高い発光強度のLEDを実現する研究が、我が国や米国の民間企業で
進められている。去る6月に米国ワシントンD.C.で開催されたエネルギー効率に関するフォーラ
ムでは、最新の開発成果の展示やAbrahamエネルギー長官によるLEDのエネルギー効率に言及
した講演が行なわれた。米国で信号機や広告塔など一般社会でLED活用がかなりのスピードで
進んでいるのに対して、日本での浸透の遅さが際立っている。
製造技術分野 ――――――――――――――――――――――――――――― 9
膀触媒化学気相堆積（Cat‐CVD）技術の最近の進展
1985年に北陸先端科学技術大学院大学　松村英樹教授のグループにより開発されたプラズマ
を用いず、触媒を用いて300℃以下の低温でアモルファスシリコンを形成できる触媒化学気相堆
積（Cat‐CVD）法は、従来のプラズマCVD法に比べ、大面積化が容易、材料ガスの有効利用
率が極めて高い、形成薄膜および堆積基板へのプラズマ損傷がないといった利点があり、アモ
ルファスシリコンゲルマニウム、シリコン窒化膜の形成などへの応用も注目を集めている。同
教授のグループは、最近、Cat‐CVD技術の工業化に必要な要素技術の開発が終了し実用化に
向けた準備が整ったと報告した。
社会基盤分野 ――――――――――――――――――――――――――――― 9
膀9.11後の米国航空宇宙学会の動き　―2002 AIAAフォーラムより―
去る4月にアメリカ航空宇宙学会（AIAA）の主催により、昨年9月11日の同時多発テロ以降
の危機的な状況認識の下、米国の航空宇宙産業のあり方について議論するための国際会議が開
催された。米国の政・官・軍・航空宇宙産業界のトップが一同に会して、現在、大統領諮問委
員会で取りまとめが進む今後の航空宇宙産業の戦略の中間報告についての議論や、重要技術と
目される「無人飛行機」等について参加者の間で活発な検討が行なわれた。米国とわが国では、
国防に関する状況の違い、航空宇宙産業の役割への期待度、テロリズムに関する危機感といっ
た状況は大きく異なっているものの、わが国においても、こうした産学官による我が国の航空
宇宙産業の将来を真剣に議論する場が必要であろう。
フロンティア分野 ―――――――――――――――――――――――――― 10
膀懸念される深海漁業の生態系への影響
深度1,000mを超える深海は、依然として人類にとって未知の世界であり、とりわけ深海生物
や生態系はほとんどわかっていない。しかし、近年、深海における鉱業、水産業などで開発が
進み、一部の水域では深海漁業が急激に展開している。深海は浅海に比べ水温が低く、飼料も
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乏しいために生物の成長は遅く、したがって資源の更新には長い時間を必要とする。生態系に
ついての科学的な研究が進んでいない状況で、性急に深海生物の採集を進めると生物資源は壊
滅的な状況に追い込まれる恐れが強い。早急に国際的な取り組みにより対策を講じるとともに、
深海における漁業活動について規制すべきであろう。
特集―１ 免疫学の最近の動向 ―― 11
免疫システムは、人類にとって必要不可欠な生体防御ツールである。これまでに免疫学は、
免疫応答を担う個々の細胞や分子とその機能、免疫システムと疾患との関連性など多くの基礎
概念を明らかにしてきた。また、ワクチンや免疫抑制剤の開発などは、感染症の予防や移植医
療の実現などに大きな貢献を果たしてきた。
しかし、エイズなど難治性感染症の制圧やワクチンの開発、先進国において増加しているア
レルギー性疾患や免疫難病の発症解明、予防法・治療法の開発など、解決すべき多くの課題も
残されている。また、最先端の医療として期待されている再生医療や遺伝子治療の実用化には、
免疫システムによる拒絶反応という大きな課題が未解決のまま残されている。
今後の免疫学には、これらの臨床ニーズに呼応した課題に対して、体系的に取り組んでいく
ことが期待される。例えば、プロジェクト型の研究により研究開発の効率化を図ること、理化
学研究所の免疫・アレルギー科学総合研究センターのような研究拠点を活用していくこと、免
疫に特化したデータベースの構築など共通の基盤技術を開発すること、探索的な基礎研究の成
果を臨床試験へ応用するトランスレーショナルリサーチの体制を整備していくことなどが求め
られる。
また、免疫システムには依然として未解明の現象も多いことから、今後さらに基礎的な知見
を積み上げ、複雑な免疫システムの全体像を総合的に理解していくことが必要である。これに
は、研究者個人の自由度が大きい科学研究費補助金などの研究助成の充実を図り、個人の知的
好奇心や独創的発想に基づく個人発想型の研究を推進していくことが必要である。その際には、
評価の透明化を図るなど、評価システムの改善も求められる。
LSI技術の研究動向　　　　　　　　　 ―― 18
―VLSIシンポジウムと
シリコンナノエレクトロニクスワークショップの発表より―
LSI技術の重要な国際会議に数えられるVLSIシンポジウム（デバイス技術に関するテクノロ
ジーシンポジウムと、回路技術に関するサーキットシンポジウムから構成される）とシリコン
ナノエレクトロニクスワークショップが、今年も6月中旬に米国ハワイで開催された。130nm世
代から65nm世代以降の将来技術を含む半導体技術について発表が行われた。
テクノロジーシンポジウムでは、高誘電率ゲート絶縁膜（微細化に伴ってゲート絶縁膜が薄
くなりゲート漏れ電流が増加する問題の対策）に関する発表が活発に行われた。サーキットシ
ンポジウムではシステム　オン　チップ関連技術の他、高集積化に伴ってますます重要になる
省電力技術に関する議論が活発に行われた。ただし、省電力技術についての決定的な解決策は
まだ無いようである。ナノエレクトロニクスワークショップでは新しいトランジスタ構造とし
てFinFETが提案された。
FinFETは立体構造のトランジスタで、従来の平面型トランジスタに比べ、速度向上や省電力
化が可能と期待される。デバイスが試作され、優れた特性を持つことが実証された。
65nm世代の露光技術として、ロードマップではF2露光技術が有力候補であったが、最近技術
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微細結晶粒金属材料の研究開発動向 ―― 23
―次世代高強度材料を目指して―
省エネルギー、省資源等、地球環境保全の観点から材料にも軽量・高強度化やリサイクル性
が求められている。材料の強度や寿命を向上させることにより、例えば自動車の軽量化による
燃費向上で日本全体のCO2排出量を２～３％削減できるとする試算もある。
近年の基礎的な研究により、材料の結晶粒径を微細化することで、強度、靭性、耐食性等が
大きく向上することが確認された。我が国では超鉄鋼材料プロジェクトやスーパーメタルプロ
ジェクトにおいて、特殊な合金元素を添加せずリサイクル性に優れた単純成分系の材料に大歪
加工を施すことにより、従来は結晶粒径10～15μmであった金属組織を結晶粒径１μm以下ま
で超微細化し、鉄鋼材料の強度を従来材料の約２倍に向上させる技術開発を行ってきた。プロ
ジェクトも第２期を迎え今後は実用化を強く意識した開発が行われる見込みである。
一方㈱中山製鋼所では独自の技術開発により2001年11月に結晶粒径が2～5μmで強度が1.5
～1.6倍の微細粒熱延鋼板（NFG）を開発し、世界に先駆けて微細粒鋼の生産・販売を開始した。
NFGの動向は、将来の超微細粒鋼の実用化を予測する上で重要な試金石となるものと思われる。
微細粒鋼開発は日本が世界のフロントランナーとなっている分野である。今後も鉄鋼を始め
とする金属産業が国際競争力を維持し続けるためには、産学官の密接な連携により諸外国に先
駆けて高機能材料を開発、実用化し、高付加価値製品による技術の差別化を行う必要があり、
これらのプロジェクトに期待される役割は非常に大きい。
特集― 3
自己組織化材料研究の動向　　―― 31
「材料やデバイスをつくり上げる際に、人が手を加えなくても、材料やデバイスの構成要素
が自ら集まってある構造をとったり、エネルギーや物質が拡散していく動的過程の中で構成要
素が自ら進んであるパターンを形成したりする」という自己組織化のプロセスが、ナノ構造の
省資源・省エネルギー作製の可能性があるとして関心を集めている。
材料研究における自己組織化が目指すものとして、窕分子集合体の精密合成、窘パターン形
成および自己配置技術の確立、窖自己組織化プロセスのみを用いた材料やデバイスの作製とい
った3点が挙げられる。そして、これら3つの技術的課題の解決に向けて様々な先駆的な研究が
進められてきている。その結果、既存の化学合成では極めてつくりにくい、内部にナノメート
ル・スケールの空間を有する3次元化合物の合成に成功するなど、多数の成果を上げてきており、
現在日本の自己組織化材料研究は世界のトップクラスにあると言える。
しかし、今後のブレイクスルーの創出や基礎研究で得られた成果の産業界への円滑な適用を
図るには、異分野・異組織の研究者間で、自己組織化の概念および問題意識を共有しつつ、総
合的に研究を進める必要がある。このためには「“ビーカーの中でコンピューターをつくる”と
いったようにイメージしやすい目的を掲げ、その目的に興味や意義を感じた様々な専門分野の
研究者を集めること」、「理論研究者と実験研究者のインターフェースとなりうる人材を確保し
育成すること」が求められる。
特集― 4
的困難さや実用時期の問題からEUVやEPL等の露光技術を優先する動きが見られる。またArF
を65nm世代まで延命することが考えられており、これを実現するコントラスト増強技術の発表
が注目された。
65nm以降に向けて個々の技術は確実に進歩しており、主流となる技術が次第に明らかになっ
ている。ただし、まだ本命を決定するまでには達していないようである。また発表国別の論文
数を見ると韓国や台湾の存在感が増してきていることが注目される。
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トピックス
膀我が国初の「メタボロ
ーム」研究講座が発足
ゲノムプロジェクト、プロテオ
ームプロジェクトの次に来る課題
として「メタボローム」が注目さ
れ始めている。メタボローム
（metabolome）とは、タンパクに
より合成される脂質、糖質、シグ
ナ ル 分 子 な ど の 代 謝 産 物
（metabolites）を系統的、網羅的
に解析しようとする学問であり、
目的に応じた各種の高性能質量分
析計が主要な分析手段となる。プ
ロテオームで得られた結果とメタ
ボロームの成果（代謝産物の動態）
をあわせ見ることで、細胞や個体
の機能が解析できる。
こうした研究は早急に国策とし
てサポートすべきものと考えられ
るが、とりあえず東京大学大学院
医学系研究科では生化学分子生物
学講座が中心となり、寄付講座で
最初のメタボローム研究講座を立
ち上げた。メタボロームを一つの
講座で進めるには限界があるの
で、この寄付講座では特に脂質に
焦点をあてた研究をおこなう。具
体的には、次の二つの課題を進め
る事としている。一つは、ゲノム
情報から明らかになった種々のオ
ーファン受容体①、オーファンチ
ャネル②の天然リガンドを探し、
構造決定すること、第二は生体膜
やラフト構造③などの脂質組成の
動的な変化を解析することであ
る。生体膜の脂質成分の変化は細
胞の機能の調節に重要な役割を果
たすと予想される。
寄付講座は島津製作所らが出資
者となり、５年間で合計３億円の
予算で運営され、東大医学部の１
号館、あるいは新研究棟の中に設
立される。平成14年6月5日の教
授総会で承認され、今後10月の
発足を目指して客員教授の選考を
進めるべく準備が進められてい
る。また、米国などから客員教員
を呼ぶ計画も進められている。
我が国は、ゲノムでは欧米に遅
れをとり、プロテオームでは熾烈
な競争をしている。脂質、糖質、
シグナル分子などは日本の得意と
する領域であるので、我が国がメ
タボローム研究で世界の先導的な
役割を果たすことが期待される。
（東京大学大学院医学系研究科
清水　孝雄　教授より）
ライフサイエンス分野
以下は科学技術専門家ネットワークにおける専門調査
員の投稿（7月号は2002年6月8日より2002年7月5日
まで）を中心に「科学技術トピックス」としてまとめた
ものです。センターにおいて、関連する複数の投稿をま
とめ、また必要な情報を付加する等独自に編集するため、
原則として投稿者の氏名は掲載いたしません。ただし、
投稿をそのまま掲載する場合は、投稿者のご了解を得て、
記名により掲載しています。
用 語 説 明
①オーファン受容体
受容体のうち、作用分子（リガンド）が分かっていないもの。現在市販され
ている医薬品を作用機作から分類すると受容体に関連するものが多く、オーフ
ァン受容体のリガンドを発見することは新規医薬品の開発につながる可能性が
ある。
②オーファンチャネル
チャネルのうち、チャネル通過分子が分かっていないもの、あるいはチャネ
ルを活性化する分子のわかっていないもの。
③ラフト構造
スフィンゴ脂質やコレステロールなどで形成され、情報伝達の場として重要
な役割を果たす細胞膜の特殊構造。
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膂多分化能獲得は自然細
胞融合によるものであ
る可能性が示された
近年、幹細胞の研究が進み、成
体のいろいろな組織の中に、様々
な細胞に分化する能力を持った細
胞が生き続けていることがわかっ
てきて、それらを再生医療に結び
つけようとする試みが盛んに行わ
れるようになってきた。例えば、
成体から取り出した神経幹細胞を
in vivoで胞胚④に注入した時や、
in vitroで胚性幹細胞（ES細胞）
と共培養すると、神経以外のいろ
んな細胞に分化することが示され
てきた。
そのような研究の流れをふま
え、Teradaらは、マウスの成体
の骨髄細胞を取り出してきて、
ES細胞と共培養することにより、
ドナーの骨髄細胞由来の多能性幹
細胞株を樹立しようと考えた
（Nature, Vol. 416: 542-545, 2002）。
緑色蛍光タンパク質（GFP ：
green fluorescent protein）遺伝子
とピューロマイシン耐性遺伝子を
組み込んだトランスジェニックマ
ウスの大腿骨の骨髄から細胞を分
離して、マウスES細胞を共培養
し、骨髄細胞由来の細胞だけを選
択的に増殖させたところ、複数の
細胞株が得られた。それらの性質
を解析したところ、多分化能を持
った細胞株であることがわかり、
著者らは目的とするドナー由来の
多能性幹細胞株が得られたものと
考えた。しかし、得られた細胞株
をさらに詳細に解析していったと
ころ、それらの細胞株は、ドナー
マウスの骨髄細胞由来の染色体と
共培養したES細胞由来の染色体
をほぼ完全に合わせ持つ、ほぼ４
倍体のDNAを持っていることが
わかった。つまり、このことは、
ドナーの骨髄細胞が共培養した
ES細胞の働きによって分化状態
が変化し（リプログラミング）、
多能性を獲得したのではなく、骨
髄細胞とES細胞が自発的に細胞
融合し、ES細胞の多能性を保っ
たまま増殖し株化したものと考え
ざるを得ない結果が得られたわけ
である。
一方、Yingらも、同じ目的で、
ほぼ同じような研究をTeradaら
とは独立した形で行い、全く同じ
結論を出した（Nature, Vol. 416:
545-547, 2002）。つまり、マウス胎
児の脳から細胞を取り出してES
細胞と共培養した結果、脳細胞由
来の多能性幹細胞株が得られたと
思われたが、それらはすべてES
細胞と脳細胞の自然融合によって
生まれたものであることがわかっ
た。さらに、Yingらは、それら
の細胞株からキメラマウスを作成
することにも成功し、４倍体の哺
乳動物細胞が個体発生に寄与しう
るという驚くべき事実も判明し
た。これらの研究は、これまで遺
伝情報のリプログラミングと思わ
れていた現象が、実はそうではな
くて、もともと多能性を持った細
胞が、他の細胞と融合した後も多
能性を持ったまま４倍体の状態で
増えつづけることができるという
現象を見ていた可能性を示唆して
おり、分化転換（trans-differentia-
tion）の研究はもっと慎重にすべ
きであるという警鐘を投げかけて
いる。
（大阪大学大学院生命機能研究科
米田　悦啓教授より）
膀VLSIシンポジウムに
歪み Si デバイスのセ
ッションが新設
LSI技術の重要な国際会議のひ
とつであるVLSIテクノロジーシ
ンポジウムが、今年も6月中旬に
開かれた。本年のシンポジウムで
は、歪みSiトランジスタに関する
セッションが新設され、４件の報
告があった。歪みSiトランジスタ
はSiGe層上に形成した薄いSi層
を使ってトランジスタを形成する
ものである。SiGeとSiの結晶格子
の違いによりSi層の結晶が歪み、
これがトランジスタの速度向上に
貢献する（科学技術動向2001年7
月号参照）。ハイライトセッショ
ンでも１件報告があり、LSIの限
界をブレークスルーする基盤技術
としての期待が益々高まっている。
歪みSiトランジスタの性能をさ
らに向上するために、高性能プロ
セッサなどに使われているSOI技
術①との組み合わせを研究してい
るASET②のMIRAIプロジェクト
グループは、今回この組み合わせ
で論理回路の開発に初めて成功
し、優れた電気特性を報告した。
試作した回路のトランジスタに
ついて、その速度を左右する電荷
移動速度を評価した所、歪みのな
いSiトランジスタの理論曲線に比
べて電子移動速度が1.85倍、正孔
移動速度が1.50倍（いずれも最大
値）となった。さらに試作した
101段のリング発振器では、電流
駆動能力が通常のSOIに比べて2
情報通信分野
用 語 説 明
④胞胚
多細胞動物の初期発生において、卵割期につづいて、原腸形成が開始される
までの胚。（生物学辞典（岩波）、（第４版）より）
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度が低下するという副作用があ
る。この報告のコンセプトは
HfO2ゲート絶縁膜と歪みSi構造
の組み合わせでゲート漏れ電流の
低減と電荷移動速度の向上を両立
しようというものである。
実験の結果、基準試料である
SiO2ゲート絶縁膜・Siの組み合わ
せに対して、ゲート漏れ電流は
1/10となった。また電荷移動速度
は、ゲート電圧が高い条件では最
大20％向上したが、ゲート電圧
を下げると急激に低下し、基準試
料以下となった。
今後さらなる電子移動速度向上
へ向けて、金属ゲート電極の採用
などの対策が必要なようである。
膀オゾン層保護と地球温
暖化防止を両立させる
新規冷媒に進展
現在、先進諸国を主とした世界
各国では、オゾン層保護の観点や
から、国際的なフロン等の段階的
削減・全廃を進めている。家電製
品やクリーニング等広く国民生活
の中で活用されている現在のフロ
ン代替物質は、オゾン破壊係数は
ゼロであるものの、地球温暖化効
果係数（GWP）の大きさが課題
であるため、新たなフロン代替物
質の開発が緊急かつ重要な課題と
なっている。
6月20日、地球環境産業技術研
究機構（RITE）を中心とする産
学官の研究グループは、地球環境
への影響を大幅に低減した新規冷
媒を開発したと発表した。本研究
は、新エネルギー・産業技術総合
開発機構（NEDO）の委託により、
平成６年度より行われた「エネル
ギー使用合理化新規冷媒等研究開
発」プロジェクトの研究成果であ
る。開発された冷媒は、中・高温
領域用として使用可能なエーテル
系フッ素化合物（HFE）である
HFE-245mcと低温域用HFE-143m
の2つである。この2つの冷媒は、
冷媒用途に広く用いられているハ
イドロフルオロカーボン（HFC）
と同様に、オゾン破壊係数がゼロ
であり、HFCとの比較してGWP
や大気中での寿命も半分以下と優
れた特性を有している。
HFE-245mcを循環冷媒とした
ヒートポンプ実証試験では、約
8,000時間の長期連続運転を達成
し、排熱から効率的な熱回収が出
来ることを確認した。また、同冷
媒を貯湯式給湯機に使用した試験
では、10気圧程度の低圧力で約
90℃の熱湯の供給に成功してお
り、競合する冷媒を同様の機器に
使用した試験との比較から本冷媒
の適用可能性が確認された。
現在、冷蔵庫などで多用されて
いる代替フロンHFC-134aは、京
都議定書で規制対象となった代替
フロンの１つである。今回開発さ
れたHFE-143mは、HFC-134aと
ほぼ同等の冷媒性能が確認されて
いる。
これらは、コストダウンや使用
条件の最適化によって今後のフロ
ン代替冷媒のオプションの１つと
して利用できると考えられる。
今回の研究開発では、GWP推
算手法、熱物性推算プログラム、
代替候補物質の物性データベース
なども同時に開発されており、今
後本格化する地球温暖化対策への
有用なツールとして、その利用展
開が期待される。
環境分野
用 語 説 明
①SOI
通常のSiウエハ上にLSIを形成すると、ウエハ自体に導電性があるため、余分
な電力消費や速度低下を引き起こす。そこで、ガラスなどの絶縁基板に薄い
(0.5～100μm)ウエハを張り付けたり、ウエハ内部に酸化シリコンの絶縁層を
形成してウエハの影響を排除したのがSOI(Silicon on Insulater)。
②ASET
超先端電子技術開発機構。日本の半導体産業関連企業十数社が集まって構成す
る半導体技術の共同研究組合。MIRAIはASETが行っている65nm世代の技術
開発プロジェクト
倍となり、ゲート遅延時間が3割
減少した高速のスイッチング特性
が得られた。
本研究は歪みSiの優れた性能を
実証したが、さらにプロセスや構
造の最適化及び新材料の導入など
により、一層の高性能化が期待さ
れる。（住友金属工業　津屋　英
樹氏の報告）
一方IBMのグループは次世代
のゲート絶縁膜材料として注目さ
れている酸化ハフニウム（HfO2）
と歪みSiトランジスタの組み合わ
せについて発表した。現在主流の
SiO2ゲート絶縁膜では、トランジ
スタの微細化に伴いゲート漏れ電
流が大きくなってしまう。ゲート
絶縁膜にHfO2を使用すれば漏れ
電流を低減できるが、電荷移動速
科学技術動向　2002年7月号
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膀自動車向け軽量ハイブ
リッド新鋼板の開発に
成功
住友金属工業譁と住友軽金属工
業譁は共同で自動車向けの新しい
鋼板を開発した。鉄板とアルミ板
を組み合わせた「ハイブリッド鋼
板」で、自動車の軽量化に向けて
採用が進む高張力鋼板（ハイテン）
に比べて約５％軽い（日本工業新
聞６月13日１面）。
本ハイブリッド鋼板は、ボンネ
ットやトランクをはじめ、ルーフ
サイドレール部分などへの採用が
見込まれる。現在、自動車メーカ
ー側で衝突安全試験を行ってお
り、結果を待って本格採用に向け
た働きかけが始まる予定である。
地球環境保全の高まりを受けて
世界の自動車メーカー各社は、燃
費改善が温室効果ガスである二酸
化炭素（CO2）の排出量削減につ
ながるため、地球温暖化対策とし
ての車体軽量化を積極的に進めて
いる。各国で環境規制が厳しくな
っており、自動車各社には「環境
対策に後れを取れば市場から閉め
出される」との危機感がある。一
方、鉄鋼メーカー各社は軽量化に
つながる鋼材の供給にしのぎを削
っており、住金と住軽金が共同開
発した鉄とアルミのハイブリッド
鋼板は、従来の鋼板に比べて約
33％の軽量化につながる。
車体軽量化のため近年、採用が
広がっている高張力鋼板（ハイテ
ン）も当初は加工性の問題などか
ら、なかなか採用が進まなかった。
だが、鉄鋼メーカーなどの技術開
発などもあり、2000年には国内自
動車メーカーのハイテン採用率は
約20％に達した。2005年には
50％にまで高まるとみられてお
り、鉄鋼メーカーはハイテンの高
度化にしのぎを削っている。
こうした中で、今回開発された
ハイブリッド鋼板は自動車の車体
軽量化に１つの選択肢を提案する
ものと考えられる。自動車メーカ
ーに本格採用されるまでには価格
や加工性など克服すべき問題があ
るが、幅広い車種に採用可能なハ
イブリッド鋼板は軽量化に大きく
寄与することが期待される。
ハイブリッド鋼板はこれまで、
独ダイムラークライスラーが高級
乗用車「メルセデスベンツCL 500」
に採用した例があるが、鉄とアル
ミをリベット（びょう）で接合し
ていた。本ハイブリッド鋼板では、
厚さの違う鋼板を組み合わせたパ
ネルを一体成形する「テーラード
ブランク」技術を利用して、鉄と
アルミを溶接して一体化している。
「環境」という地球規模での大
命題が横たわる中で、独ダイムラ
ークライスラーは他社に先駆けて
高級乗用車にハイブリッド鋼板を
使用した。国内自動車メーカーも
環境で世界をリードするために
も、鉄鋼メーカーと協力して汎用
的な新素材の開発・採用に積極的
に取り組む時期に来ているものと
思われる。
膀米国で発光ダイオード
の高輝度化が進展
発光ダイオードLEDは、情報
通信分野においてデバイスとして
注目される（科学技術動向2002
年1月号3節）ほかに、大きな省
電力効果をもたらす照明としての
期待が高い（同、2001年4月号1.7
節）。電子機器類の表示灯として
使われている一般的なLED白色
素子は30mA、120mW程度で数
ルーメンの光束を発生し、ワット
当たりの発光性能は白熱電球（90
ルーメン／60W程度）より１桁
高くハロゲンランプ（750ルーメ
ン／30W程度）と同程度である。
しかしながら、既存のランプ類に
代わる低消費電力高輝度光源とし
て利用するためには、光束の量を
高める必要がある。LEDは、電流
の増加とともに発光量を増す特性
を持つ。問題は、発光効率が素子
の温度に依存しており、電流の増
加による素子温度の上昇とともに
急速に発光効率が下がるので、実
際には電流を増しても光束が無制
限に増すことがないことである。
この問題を克服するために、放熱
方法に工夫を凝らして高い発光強
度のLEDを実現する研究が日米の
民間企業で進められている。
米国のLumileds社は、1870mA、
6.7Wで100ルーメンの白色発光に
成功し、6月12日にワシントン
D.C.のナショナル・プレスクラブ
で開催された第13回米国エネル
ギー効率フォーラム大会（the
13th Annual Energy Efficiency
Forum in Washington D.C.）で開
発商品を展示した。この商品の特
長は、LEDチップを絶縁されたア
ルミ基板に直接ボンディングし放
熱効率を高めていることである。
ナノテク・材料分野
エネルギー分野
科学技術トピックス
9Science & Technology Trends   July 2002
これに先立って、3月には日本の
日亜化学が極めてよく似た放熱方
法により350mAで23ルーメンの
発光に成功している。
高輝度光源の開発のためには、
放熱問題の他に、LEDチップ周辺
に設置する光学系の組み方の工夫
（レンズの設計や反射鏡の組み込
膀触媒化学気相堆積
（Cat‐CVD）技術の
最近の進展
1985年に北陸先端科学技術大
学院大学の松村教授のグループに
より、プラズマを用いず、触媒を
用いて300℃以下の低温でアモル
ファスシリコンを形成できる
Cat ‐ CVD技術が開発された。
Cat‐CVD法は、大面積化が容易
なこと、材料ガスの有効利用率を
極めて高くできること、プラズマ
CVD法に比べて形成薄膜および
堆積基板へのプラズマ損傷がない
ことなどの利点があり、アモルフ
ァスシリコンゲルマニウム、シリ
コン窒化膜の形成などにも応用さ
れて注目を集めている。
2002年4月にサンフランシスコ
で開催されたMRS Spring Meet-
ingでCat‐CVD技術の産業への
応用における最近の進展について
松村教授グループから報告がなさ
れた（MRS Symposium Proc. Vol.
715. A17. 4）。Cat‐ CVD技術は
1998～ 2000年度に実施された
NEDOプロジェクトにより急速に
進展し、工業的に利用可能な
Cat‐CVD装置に必要な、金属汚
染の抑制、基板温度の精密な制御、
１メートルサイズの均一な堆積な
どの要素技術については開発が終
了した。窒化シリコン量産装置の
プロトタイプの開発も終了してお
り、本技術の実用化に向けた準備
は整ったとしている。また、現在、
新たな国家プロジェクトで太陽電
池用水素化シリコンなどの研究開
発が進められているとのことである。
同じく松村教授グループから
Cat‐CVD技術を応用した新しい
レジスト除去技術が報告された
（電子材料、Vol. 41, No. 5, 61, 2002）。
従来のレジスト除去は、プラズマ
によるアッシング（灰化）によっ
て行われることが多かったが、除
去残渣等の発生が問題となってい
る。松村教授グループは、Cat‐
CVD法を応用した触媒装置を用い
て原子状水素をレジストに作用さ
せ、レジストを除去することに成
功している。現時点では除去速度
が遅く実用的ではないが、原子状
水素の発生量を増やすように条件
を変更することにより改良可能で
あるとしており、従来のアッシン
グ方法の問題点を解決できる方法
となる可能性がある。
Cat‐CVDに関する弟1回国際
会議が2000年に金沢で開催され
たのに続いて、弟2回が本年9月
に米国デンバーで開催される。日
本発の技術として今後の更なる進
展が期待される。
膀9.11後の米国航空宇宙
学会の動き　― 2002
AIAAフォーラムより―
本年4月23～24日、米国ワシ
ントンにおいてアメリカ航空宇宙
学会（AIAA）により開催された
AIAA 2002 Global Air and Space
International Business Forumに
ついて、名古屋大学　松崎雄嗣氏
より以下の報告があった。
従来から、この会議は米国航空
宇宙産業に関する総括的な議論を
行う場であった。今回、会議のタイ
トルは“Aerospace in a Changed
World”であり、9月11日の同時
多発テロ以降の危機的な状況認識
の下、国防技術とも結びつきの強
い航空宇宙分野を扱うアメリカ航
空宇宙学会が、米国家の安全性、
情報技術等について同分野の今後
の貢献、戦略についての議論と提
言の場としてこの会議を位置付け
たものと考えられる。米国の政界
並びにNASA、陸海空軍、航空宇
宙産業界のトップレベルが参加
し、さらにEuropean Aerospace
Defense Systemsからもパネラー
として参加があった。
航空宇宙産業の今後の戦略に関
する大統領の諮問委員会のメンバ
ーによる中間報告を踏まえた討論
み）が必要となる。Lumileds社は、
過去の高輝度化を上回るスピード
で今後の高輝度化が進展すると予
測している。また、フォーラム大
会でAbraham米国エネルギー長
官はLumileds社の開発品を引用し
てLEDのエネルギー効率の良さと
家庭や企業での省電力化に言及し
ており、今後の産官連携での開発
に注目すべきである。米国では信
号機や広告塔での利用など一般社
会でのLED活用がかなりのスピ
ードで進んでおり、日本での浸透
の遅さが際立っている。
製造技術分野
社会基盤分野
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など、2日間で６つのパネル・セ
ッションがあり、いずれもフロア
との間で質疑応答が活発に行なわ
れた。
今後の航空技術に関するパネル
討論では、「無人飛行機」が重要
なテーマとして取り上げられてい
た。欧米では技術開発が進んでお
り、鳥や昆虫サイズの機体の開発
も含まれるなどインテリジェント
化、マイクロ化技術を中心に、ま
さに先端技術の集合として平和利
用の観点からも重要である。
国防に関する状況の違い、国益
の観点からの航空宇宙産業への実
際的な期待度、テロリズムに関す
る危機感の相違などが余りに大き
く、日本にとってこのフォーラム
で行われた講演と討論は直接的に
参考になるものは少ないと考えら
れる。しかし、我が国においても、
航空宇宙産業の将来を真剣に話し
合うような、政・官および産業界
のトップによるこの種の講演と討
論の場を設けることは極めて重要
であろう。
フロンティア分野
膀懸念される深海漁業の
生態系への影響
地球の表面積の70％を海が占
め、その海のうち 80 ％が深度
1,000mを超える深海が占めてい
る。ほぼ150年間にわたる科学的
な海洋探検・調査の歴史がありな
がら、深海は事実上依然として人
類には未知の世界であり続けてお
り、とくにこれは深海の生物や生
態系に当てはまる。
観測機器あるいは採集器具等に
関する最近の技術的進歩によっ
て、この深海の様相が少しずつ明
らかになりつつあり、深海が二酸
化酸素の貯蔵場所の有力候補に、
あるいは鉱業や水産業といった産
業活動の対象にさえなっている。
C.M.Rober ts は最近の論文
（ Trend. Ecol. Evol., 17: 242-243）
で、深海における最近の漁業活動
とその影響を総括し、このままの
状況が続けば、近い将来において
深海の生物資源が壊滅的な状況に
追い込まれることを強調し、早急
に国際的な対策を取るべきである
と主張している。つまり、陸棚等
の浅海域と異なって、深海では水
温が低く、餌料も乏しいので、深
海性生物は生長が遅く、寿命が長
い。したがって、これら深海性生
物の資源の更新には長い時間を必
要とするので、深海性生物は鉱物
と同様に非生物資源とみなした扱
いをすべきとしている
しかし残念ながら、現在、深海
漁業に対する規制はほとんど行な
われていない。一部の水域では深
海漁業が急激に展開している状況
を考えると、早急な対策が望まれる。
（三重大学生物資源学部　関口
秀夫氏）
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特集膀
免疫学の最近の動向
ライフサイエンス・医療ユニット　庄司真理子*、茂木　伸一
免疫システムは生体防御のツー
ルであり、種々の病原微生物と共
生する人類にとって必要不可欠で
ある。この免疫システムを理解し、
制御することを目的とする科学が
免疫学である。免疫学の発展は、
生命現象の探究という基礎的な生
命科学の理解とともに、感染症や
免疫・アレルギー疾患等の解明・
克服といった医療領域での応用に
も貢献することが期待される。
2000年7月に行われた九州・沖
縄サミットでは、感染症対策が主
要テーマの一つとなった。特に
HIV／エイズ、結核、マラリアに
関しては2010年までの削減目標
が数値化され、その実現のための
取組の強化が合意された。このよ
うに、今なお世界的に感染症の征
圧やワクチンの開発等の必要性は
大きい。また、我が国では国民の
3人に１人が何らかのアレルギー
を持つようになったことや、免疫
システムの破綻による免疫難病
（慢性関節リウマチなど）が増加
していることは、現代医学の大き
な課題の一つとなっている。これ
らの解決のためには、更なる免疫
研究の推進が必要である。
科学技術基本計画（2001年3月
30日閣議決定）に基づいた分野別
推進戦略（2001年9月21日総合科
学技術会議決定）においても、ラ
イフサイエンス分野の課題の一つ
に「国民の健康を脅かす環境因子
に対応した生体防御機構の解明と
疾患の予防・治療技術の開発」が
挙げられ、免疫学の研究推進の必
要性が指摘されている。
本稿では、最近の免疫学研究の
成果を紹介するとともに、免疫学
研究を推進する上での方策を検討
する。
免疫のはたらき
免疫システムは、外来抗原（病
原微生物や異種タンパク質など）
からの自衛のために全身にはりめ
ぐらされた監視網であるととも
に、異物を攻撃し排除するという
機能を担っている。
免疫応答を担当するのは、血液
中の白血球である。白血球のうち
免疫応答を担当する代表的な細胞
と免疫応答の仕組みを図表1に示す。
体内に侵入した外来抗原は、樹
状細胞などの抗原提示細胞によっ
て小さなペプチドに断片化され、
樹状細胞の表面に発現している
MHC（主要組織適合抗原）分子
によってヘルパーT細胞に提示さ
れる。これをTCR（T細胞受容体）
によって認識したヘルパーT細胞
は、抗原に特異的に結合する抗体
（免疫グロブリン）を産生するB
細胞、抗原を貪食し殺菌するマク
ロファージ、ウイルスに感染した
感染細胞などを直接殺す細胞傷害
はじめに
免疫学の概要と最近の研究成果
*
（徳島大学ゲノム機能研究センター　高濱洋介教授作成資料より引用）
図表1 免疫応答を担当する主な細胞
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性T細胞（キラーT細胞）などを
制御し、全体的な免疫応答の調節
等を行う。さらに、これら免疫担
当細胞の機能や分化、増殖、相互
作用に関してサイトカインという
分子が重要な役割を担う。
免疫システムは、これらの細胞
や分子が高次に制御された複雑な
ネットワークシステムを構築して
いる。これまでの免疫学の進展に
より、種々の免疫担当細胞やサイ
トカインなどが多数同定され、主
要な機能などが明らかにされてき
ている。
免疫学の進展と
免疫システムの特徴
免疫学は、感染症の予防に関す
る研究に端を発し、発展してきた。
それとともに免疫システムの特徴
が数多く明らかにされてきた（図
表2）。
①記憶
1789年、エドワード・ジェンナ
ー（英）は、一度かかった病気が
治れば同じ病気には二度とかから
ない（2度なし現象：免疫記憶）
という経験的事実をもとに、牛痘
の膿を子供に接種すること（種痘）
によって天然痘が予防できること
を発見した。19世紀末、ルイ・パ
スツール（仏）は、種痘の方法に
基づいて、種々の家畜の病気が弱
毒化した細菌を用いて予防できる
こと（ワクチン療法）を発見した。
その後、20世紀初頭までに確立
した免疫の「記憶」という現象の
理解とワクチンの普及は、さまざ
まな感染症から世界中の人々を救
う多大な貢献を果たしてきた（図
表3）。
②特異性と多様性
免疫系は、無数の抗原に対して
特異的に応答する抗体をつくりだ
す。1970年代後半以降、免疫学に
遺伝子工学が導入されるようにな
ると、多様な抗体を作るメカニズ
ムは、遺伝子再編成（遺伝子断片
の間で組換えがおこり、新たな遺
伝子として編成される現象）によ
っていることが証明された。これ
は、日本人で初めてノーベル医学
生理学賞を受賞した利根川進博士
の業績である。
ヒト抗体の場合、遺伝子座（V
領域、D領域、J領域）の数の組
み合わせから計算すると、多様性
の種類は2.6×10 6である。これに
N配列付加や体細胞高頻度変異に
よる多様性（10 5～10 10と諸説が
ある）を考慮すると、最低でも10 11
を超える多様性があると考えられ
ている。
免疫システムの特異性・多様性
の解明は、1970年代～1990年代
後半における免疫学の大きな成果
である。これらの成果は、がん検
診などの臨床検査や、食中毒菌検
出や環境化学物質の検査といった
形でも活用されている。
③自己・非自己の識別
免疫系における「自己」と「非
自己」の識別も免疫システムの重
（徳島大学ゲノム機能研究センター　高濱洋介教授作成資料より引用）
図表2 免疫システムの三大特徴
疾患名
患者数（人）
減少率（％）
最大数 1997年
ジフテリア（Diphtheria） 206,939 4 99.99
はしか（Measles） 894,134 138 99.98
おたふくかぜ（Mumps） 152,209 683 99.55
百日咳（Pertussis） 265,269 6,564 97.52
小児麻ひ（Polio） 21,269 0 100.00
風疹（Rubella） 57,686 181 99.69
先天性風疹症候群
（Congenital rubella syndrome）
20,000* 5 99.98
破傷風（Tetanus） 1,560♯ 50 96.79
インフルエンザ（Influenza）〈5才未満〉 20,000* 165 99.18
*推計値、♯死亡者数
（Nature Reviews Immunology，2000をもとに科学技術動向研究センターにて作成）
図表3 米国におけるワクチンによる疾患の減少
免疫学の最近の動向
13Science & Technology Trends   July 2002
特集1
要な特徴である。「非自己」は排
除するが「自己」とは反応しない
自己寛容のメカニズムの解明は、
現代の免疫学が目標とする大きな
ターゲットの一つである。それは、
免疫システムを正常に機能させる
自己寛容機構が崩壊すると自己免
疫疾患を発症することや、自己寛
容機構の制御が可能になれば移
植・再生医療における拒絶反応の
問題が解決するという理由からで
ある。
「非自己」の識別に最も重要な
役割を果たすT細胞は、胸腺でつ
くられる。骨髄でつくられた造血
幹細胞のうち胸腺に入ったもの
は、急速な分裂・増殖を繰り返し、
大量にT前駆細胞をつくりだす。
T前駆細胞は、発現したTCR（T
細胞受容体）と自己分子である
MHC（主要組織適合抗原）との
反応性によって選択され、「正の
選択」を受けたものだけがT細胞
へと成熟する（図表4）。
MHCとの反応性が強い細胞は、
将来「自己」と反応してしまう可
能性があるため、有害であるとし
て「負の選択」を受けて死にいた
る。MHCとの反応性が無い細胞
は、将来免疫応答において役に立
たない無用のものであるとして
「無の選択」を受けて死にいたる。
MHCと中程度の反応性をもつ細
胞が、将来はたらく見込みがある
有用なものとして「正の選択」を
受け、T細胞へ成熟する。この際、
MHCとの反応性が低すぎても生
き残ることはできない。胸腺では、
このような厳格な選択によって、
90％以上のT前駆細胞が排除され
てしまう。
このプロセスがうまく機能しな
いと、自己免疫疾患などの原因と
なる。なお、このような自己寛容
の機構は胸腺以外の末梢リンパ組
織にもあり、このような免疫制御
系の異常も自己免疫疾患発症の原
因となる。
近年、再生医療や遺伝子治療な
どの研究が重要課題として盛んに
進められている。しかし、これら
の医療技術で導入されるES細胞
（胚性幹細胞）や遺伝子導入のた
めのベクター（遺伝子の運び役と
なるウイルス等）などは、「非自
己」として拒絶されてしまうとい
う大きな課題が未解決のまま残さ
れている。
現在は、免疫抑制剤により拒絶
反応が抑えられているものの、患
者の免疫力全体を落とすことによ
る副作用や薬剤の継続服用の必要
性など、問題も多い。従って、免
疫抑制剤に頼らない新たなアプロ
ーチによる解決法が求められている。
そこで、リンパ球による免疫制
御機構や免疫制御分子などを解明
し、その機能を制御することによ
り、この問題を解決しようとする
研究が現在のホットなテーマの一
つとなっている。
免疫学における
最近の成果の一例
①免疫制御機構
近年、免疫制御を専門とするT
細胞の存在が明らかとなってお
り、これまでに日本人研究者の成
果により、2種類の免疫制御T細
胞（CD25＋CD4＋T細胞及びNKT
細胞）が発見されている。免疫制
御T細胞の機能は、臓器移植の生
着維持、がんの発症抑制、アレル
ギー制御のほか、自己免疫疾患の
発症制御などとの関与も明らかに
されており、これまで未解決であ
った免疫難病の解決への寄与にも
期待されている。
②後天的免疫寛容誘導
後天的免疫寛容誘導とは、胸腺
に「非自己」成分（移植片やベク
ター）を導入し、後天的に「自己」
の再プログラム化を図ることによ
り、特異的に免疫寛容をおこそう
とする研究である。しかし、この
実現のためには、成人でも胸腺の
機能がはたらいている必要がある。
図表4 胸腺におけるT細胞の選択
（徳島大学ゲノム機能研究センター　高濱洋介教授作成資料より引用）
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これまで、「自己」及び「非自
己」の確立は小児の間に起こり、
思春期を過ぎると胸腺は脂肪組織
に置き換わると言われ、成人の胸
腺機能は疑問視されてきた。しか
し、テキサス大学サウスウェスタ
ンメディカルセンターに所属して
いたDouek（現米国国立衛生研究
所）らが行った最近の研究では、
TREC法（ある特定のT細胞集団
が胸腺において発生してからどの
くらい時間が経過したかを推察す
るための指標）を用いて、成人の
胸腺は脂肪組織に完全に置き換わ
っているわけではなく、新しいT
細胞をつくり続けていることが明
らかにされた（図表5）。このよう
に、胸腺の機能の基本的な概念が
見直され始めている。
③胸腺の形成・機能に関わる
分子機構
胸腺という臓器の特徴を分子レ
ベルで解明しようとする研究も急
速に進展していきている。例えば、
成体における胸腺機能の維持再生
を担う分子や、胸腺形成を担う分
子などが幾つか分かってきてい
る。しかし、胸腺そのものをつく
るような仕組みはまだ分かってい
ない。
そこで例えば、メダカの変異体
のうち胸腺の発生が見られないも
のを用いて、胸腺器官の形成や再
生・発生を支配するような分子機
構の仕組みを解明しようとする試
みも始められている（徳島大学ゲ
ノム機能研究センター高濱洋介教
授、科学技術振興事業団創造科学
技術推進事業（ERATO）近藤誘
導分化プロジェクトらの共同研究）。
免疫研究の全体像
図表6に、免疫研究の全体像を
示す。
これまでに免疫学は、免疫シス
テムの特徴、免疫応答を担う個々
の細胞・分子とその機能、免疫に
関わる疾患との関連性など多くの
基礎概念を明らかにしてきた。ま
た、これらの成果をもとに、ワク
チンや免疫抑制剤の開発による感
染症の予防や移植医療の実現、免
疫応答を利用した免疫療法の開発
など、広く臨床応用がなされてきた。
しかし、新たな課題も多く残さ
れている。例えば、現代の人々を脅
かすエイズなどの新興感染症やマ
ラリア、結核などの再興感染症へ
の取組は今後も重要な課題である。
アレルギー性疾患や免疫難病は
増加傾向にあり、またその治療法
においては、現在行われている対
症療法に替わって、免疫システム
に基づいた根治療法の開発が望ま
れている。また、アレルギー性疾
図表5 胸腺におけるT細胞産生能の年齢依存性
（Douek, et al. Nature （1998）より引用）
（科学技術動向研究センターにて作成）
図表6 免疫研究の全体像
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患の発症原因には、ストレスや大
気汚染など複数の要素が関与する
と考えられており、これらについ
ても今後明らかにしていく必要が
ある。
さらに、先にも述べたように、
再生医療や遺伝子治療などの実用
化にあたっては、免疫システムに
おける拒絶反応の問題は解決しな
ければならない重要な課題である。
今後は、これらの臨床ニーズに
呼応した課題に対する研究開発
や、免疫に特化したデータベース
の構築など基盤技術の開発等の推
進が必要である。さらに、探索的
な基礎研究の成果を臨床試験へ応
用するトランスレーショナルリサ
ーチの推進などが求められる。
また、基礎免疫学においては、
依然として免疫システムの未解明
な部分も多い。今後も、独創的な
発想に基づいた個性的な免疫研究
を推進していくことで、複雑な免
疫システムの全体像を理解してい
くことが必要である。
我が国における免疫研究
我が国では、基礎的な免疫研究
を文部科学省が、感染症対策や臨
床研究を厚生労働省が中心となっ
て推進してきた。平成14年度の
免疫・アレルギー研究関連予算
は、文部科学省で約53億円、厚
生労働省で約13億円（厚生労働
科学研究費補助金）を計上した。
厚生労働科学研究費補助金では、
そのほか、新興・再興感染症研究
に約15億円、エイズ対策研究に
約18億円を計上している。
図表7には、感染症および免
疫・アレルギー研究に関連する最
近の科学研究費補助金および科学
技術振興調整費の主な取組を挙げ
た。このほか、科学技術振興事業
団の戦略的基礎研究推進事業
（CREST）の一つとして平成13年
度から開始された「免疫難病・感
染症等の先進医療技術」などの取
組がある。
また平成13年度には、免疫・
アレルギー研究に特化した我が国
初の公的研究機関として、理化学
研究所に免疫・アレルギー科学総
合研究センター（RCAI）が発足
した。RCAIは、米国型研究所と
同様の形態をとり、センター長か
らテクニシャンまで全てが契約に
基づいた非常勤職員であり、5年
毎に外部評価委員会の業績評価を
受ける。RCAIでは、免疫に特化
したDNAチップの開発やデータ
ベースの構築など基盤技術の確立
を目指すとともに、アレルギー制
御や自己免疫疾患発症制御など、
課題設定型の基礎研究の推進を目
指している。
免疫学の研究推進体制
（科学技術動向研究センターにて作成）
図表7 科学研究費補助金および科学技術振興調整費による取組
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米国における免疫研究
米国における免疫研究は、国立
衛生研究所（NIH）に所属する国
立アレルギー・感染症研究所
（NIAID）や米国疾病対策予防セン
タ （ーCDC）を中心に行われている。
国立アレルギー・感染症研究所
（NIAID）は、エイズなどの感染症、
アレルギーや喘息などの免疫関連
疾患、ワクチン開発などに関連した
研究および研究支援を行っている。
2003年度の大統領予算案におけ
るNIHの研究開発予算は、1999年
度から始まったNIHの予算倍増5
ヵ年キャンペーンの最終年が2003
年度であるという背景から、対前
年の17.5％増と大幅に増加した。
特にNIAIDは、NIHにおいてバ
イオテロ対策やエイズ研究を主導
する機関であることから、NIHの
中でも特に予算が大幅に増え※、
対前年の約57％増にあたる約40
億ドル（約4,800億円）が見積も
られている（図表8）。
また、2 0 0 1 年度における
NIAIDの予算の内訳を図表9に示
した。研究プロジェクトグラント
などの研究グラントは、通常は基
礎研究が対象であり、大学や研究
所の研究者が発想したアイディア
に基づく研究を対象とした助成金
である。NIAIDに限らずNIHでは、
総予算の約7割を研究グラントに
充てている。
※清貞智会「米国R&D政策動向
～連邦政府R&D予算配分に見
る重点領域の推移～」『科学技
術動向』2002年2月号
免疫学の展開の方向性
今日、免疫学の分野では、エイ
ズなど難治性感染症の制圧やワク
チンの開発、先進国において増加
しているアレルギー性疾患や免疫
難病の発症解明、予防法・治療法
の開発など、解決すべき多くの課
題が残されている。また、最先端
の医療として期待されている再生
医療や遺伝子治療の実用化には、
自己寛容機構を制御する技術の開
発が必要である。今後は、これら
の臨床ニーズに呼応した課題の解
決や基盤技術の開発が求められる。
また、これまでに免疫学は、免
疫応答を担う個々の細胞や分子と
その機能、免疫と疾患との関連性
など多くの基礎概念を明らかにし
てきた。しかし依然として未解明
の現象も多く、更なる基礎的な知
見の構築が必要である。そして、
それら個々の細胞や分子が複雑な
相互関係を介してつくりあげてい
る免疫システムの全体像を総合的
に理解していくことが必要である。
免疫学の推進方策
免疫・アレルギー疾患や感染症
に関する研究開発など、臨床ニー
ズに呼応した課題や政策的に重点
化された課題には、以下のような
組織的な研究開発の推進が必要で
ある。
蘆課題によっては（アレルギー
発症の環境要因の解明など）、
ゲノム研究のようなプロジェ
クト型の研究により、効率化
を図っていくこと。
蘆理化学研究所の免疫・アレル
ギー科学総合研究センターの
ような研究拠点と大学間との
連携を図ることにより、人材
交流や研究交流を促していく
こと。
蘆ゲノム情報なども含めて免疫
システム全体像を理解してい
くためには、免疫系に特化し
おわりに
（NIAIDホームページをもとに科学技術動向研究センターにて
作成）
図表8 NIAIDの予算の推移
（NIAID Profile：Fiscal Year 2001より引用）
図表9 NIAIDにおける2001年度予算の内訳
免疫学の最近の動向
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たデータベースなど基盤技術
の開発を促進すること。
蘆研究機関と付属病院等との連
携を促進するなど、基礎研究
で得られた成果を臨床へ応用
するトランスレーショナルリサ
ーチへの取組を推進すること。
また、依然として未解明な免疫
系の現象を明らかにする基礎免疫
学を育成していくためには、個人
の知的好奇心や独創的発想に基づ
く個人発想型の研究の推進が必要
である。これには、研究者個人の自
由度が大きい科学研究費補助金な
どの研究助成の充実が望まれる。
これまで我が国の免疫学は、サ
イトカイン研究を中心に世界的に
も高い評価の実績をあげてきた。
これらのポテンシャルを活かし
て、さらに国際的な競争力のある
研究の促進や免疫学における新た
な領域の開拓などを目指していく
ためには、評価システムの改善も
必要である。例えば、評価のレビ
ューシートを公開し透明化を図る
ことや、海外の研究者を評価の審
査員に加えるなど、国際化を図る
ことが必要であろう。
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LSI技術の研究動向
―VLSIシンポジウムと
シリコンナノエレクトロニクスワークショップの発表より―
情報通信ユニット 山崎　哲也
LSI技術の重要な国際会議に数
えられる VLS I シンポジウム
（ VLSI Symposia on Technology
and Circuits）とシリコン　ナノ
エレクトロニクス　ワークショッ
プ（以下ナノエレクトロニクスワ
ークショップ）が、今年も６月中
旬に米国ハワイで開催された。こ
れらの会議はIEEE主催で毎年日
本と米国で交代で開かれている。
VLSIシンポジウムはデバイス技
術に関するシンポジウム　オン
VLSIテクノロジー（以下テクノ
ロジーシンポジウム）と、回路技
術に関するシンポジウム　オン
VLSIサーキット（以下サーキッ
トシンポジウム）から構成される。
いずれも現在生産に使われている
最先端技術から1～2世代先（今
年の場合は130nm～65nmの世
代）を目指して開発中の技術を対
象にしている。発表の中心となる
のは企業である。今年はテクノロ
ジーシンポジウム86件（内2件は
基調講演）、サーキットシンポジ
ウム88件（内4件は基調講演）の
発表があった。参加者は両方合わ
せて約600名。
ナノエレクトロニクスワークシ
ョップはさらに先の将来技術が中
心となる。今後のLSI技術の方向
性を占う点では重要な会議であ
る。発表の中心となるのは大学で
ある。56件の発表（内招待論文6、
ポスター27）があり、参加者は約
200名。
ここでは、これらの国際会議か
ら、トピックスを紹介する。
VLSIシンポジウム
盧テクノロジーシンポジウム
単純なスケーリング（デバイス
構造を微細化して、集積度と動作
速度を向上する）が限界に近づい
ていることが以前から指摘されて
いる。この限界を破るために高誘
電率（High-k）ゲート絶縁膜①や
低誘電率（Low-k）絶縁膜②、SOI
（シリコン　オン　インシュレー
ター）③といった新デバイス構造
が注目され、一部はすでに実用化
されている。今年は特にHigh-kゲ
ート絶縁膜に関連して16件の発
表があった。材料としては直近で
は窒酸化シリコン（SiON）、65nm
世代以降をでは酸化ハフニウム
（HfO2）が有力候補であり、この2
つに関する発表が多い。ただし、
トランジスタの動作速度に直結す
るキャリア移動度が、従来のSiO2
ゲート絶縁膜に比べて低下すると
いうHigh-kゲート絶縁膜共通の問
題についてはまだ解決のめどがな
く、実用化へむけて大きな壁とな
っている。
また去年のナノエレクトロニク
スＷＳで注目を集めた歪みSi構造
（科学技術動向200１年7月号およ
び2002年1月号参照）に関するセ
ッションが今年から新設され、4
件の発表があった。他にハイライ
トセッションにおいて IBMが
High-kゲート絶縁膜と歪みSi構造
を使ったデバイスの発表を行って
いる（歪みSi構造についてはトピ
ックス参照）。
もうひとつの特徴として、携帯
機器の普及と高性能化や無線
LANの市場が広がり始めたこと
を反映して、プロセッサとメモリ、
アナログ回路などを１チップに集
積するSoC（システム　オン　チ
ップ）、それに関するメモリ、ア
ナログデバイス、高周波デバイス
に関する発表に注目が集まった。
その分、単体のDRAMの発表は
参加者が少なく、テクノロジドラ
イバとしてのDRAMの地位が低
下している事が伺われた。
微細化の決め手となる次世代露
光技術④についてはF2④、EPL
（電子線投影露光）④について発表
があったが、65nm世代（2007年
ごろから量産）に装置、マスク、
プロセスの開発が間に合うか疑問
がもたれている。そのため、130
～ 100nmで使用したArF ④を
はじめに
今年の傾向
LSI技術の研究動向　―VLSIシンポジウムとシリコンナノエレクトロニクスワークショップの発表より―
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65nm世代に延命するマスク技術
の発表が注目された。これについ
ては次章で述べる。
盪サーキットシンポジウム
ここでもSoCに関連する発表が
注目を集めていた。また、不揮発
性メモリに関して、現在主流であ
るフラッシュメモリの多値化技術
（１メモリに２ビット以上の信号
を記録する）や、次世代メモリ⑤
である磁気メモリ（MRAM）⑤、
強誘電体メモリ（FeRAM）⑤の発
表が注目を集めていた。
他に注目を集めたのが省電力技
術である。携帯機器や家電におい
ては重要な性能指標のひとつであ
り、PC用プロセッサのような高
性能デバイスでも高集積化と高速
化に伴い増加する熱の問題は深刻
になりつつある。この問題につい
てのパネルディスカッションでは
活発な議論が行われた。パネルデ
ィスカッションでNECの水野氏
は、チップあたりの発熱量が限定
されるため、性能向上の速度が現
在の一世代に3倍から半分程度に
低下するとした。パッケージやト
ランジスタ設計、冷却方法などの
対応策が出されたが、決め手とな
るものはでなかった。日立の伊藤
氏はメモリ技術をベースにしたプ
ロセッサのような、新しい発想が
必要であるとしている。
基調講演ではテクノロジーシン
ポジウム、サーキットシンポジウ
ムともにMEMS⑥が取り上げられ
た。テクノロジーシンポジウムで
は東北大学の江差氏が、サーキッ
トシンポジウムではミシガン大学
のK. D. Wise氏がそれぞれ発表し
たが、特に後者は人体に埋め込む
インプラント治療装置への応用を
示した。センサと薬などの投与装
置、コントローラを組み合わせた
もので、大きさは0.5ｍｍ以下、
体外から電波によって電力を供給
する。神経への電気刺激によって
筋肉を制御することも可能で、パ
ーキンソン氏病などの神経性難病
患者への応用が研究されている。
①高誘電率（High-k）ゲート絶縁膜
現在トランジスタの主流となっているＦＥＴ(電界効果ト
ランジスタ)ではソース・ドレインと呼ぶ２個の電極の間に
チャネル領域をもうけ、ここにゲート絶縁膜を挟んでゲー
ト電極から電圧をかけることでチャネル領域に電荷を発生
させ、ソース・ドレイン間に電流を流す。ゲート電極、ゲ
ート絶縁膜、チャネルがそれぞれ金属、酸化物、半導体と
なっているのがMOS（Metal-Oxide Semiconductor）FET
で代表的な半導体デバイスの一つである。チャネルがp型
半導体かn型半導体かでそれぞれpMOS、nMOSと呼ばれ、
この二つを使って論理回路を形成するのがCMOS（相補型
MOS）。MOSFETが微細化するとチャネルも小さくなるた
め、十分なオン電流を得るためにはゲート絶縁膜を薄くし
てチャネルに多くの電荷を発生させる必要がある。しかし、
現在のゲート絶縁膜であるSiO2は、その膜厚が１nmを切
るようになると膜の欠陥やトンネリングによるゲート漏れ
電流が増加する。そこで、十分な電荷をチャネルに発生さ
せることができ、漏れ電流も低減できるゲート絶縁膜とし
て、SiONやHfO2などの高誘電率材料の使用が研究されて
いる。
②低誘電率（Low-k）絶縁膜
LSIの高速化に伴い、信号が配線を進む時間も問題とな
ってきた。そこで、信号の伝播速度を上げるため、配線周
りの絶縁膜に、現在のSiO2に代えて低誘電率の絶縁膜を使
用することが検討されている。現在有機化合物材料や多孔
質材料が研究されている。
③SOI
通常のSiウエハ上にLSIを形成すると、ウエハ自体に導
電性があるため、余分な電力消費や速度低下を引き起こす。
そこで、ガラスなどの絶縁基板に薄い（0.5～100μm）ウ
エハを張り付けたり、ウエハ内部に酸化シリコンの絶縁層
を形成してウエハの影響を排除したのがSOI（Silicon on
Insulater）。
④次世代露光技術
現在、アルゴン・フッ素（ArF）ガスを使用したエキシ
マーレーザー（波長193nm）が露光機の光源に使用されて
いる。65nm世代以降の次世代露光機には、解像度を上げ
るため、より短い波長の光を出す光源が使用される。現在、
ArFにかえてフッ素（F2）ガスを用いるF2エキシマーレー
ザ（波長153nm）、金属ガスプラズマを使用するEUV（波
長13nm）、電子線を使ってマスク投影露光をするEPL（波
長は可変）が有力候補として上げられる。いずれも一長一
短があるが、F2が最有力候補であった。この他にX線露光
機（現在、開発はほぼ中断）、LEEPLE（縮小投影のEPL
と違い、等倍コンタクトマスクを使う電子線露光機、日本
のベンチャーが開発し、NTTやソニーが後援している）
がある。
⑤次世代メモリ
現在のメモリは、高速でプロセッサ内やキャッシュメモ
リに使用されるSRAM（スタティックランダムアクセスメ
モリ）、比較的高速で高集積化できメインメモリとして使
用されるDRAM（ダイナミックRAM）、書き込み・消去
がやや低速だが不揮発性（電源を切っても記憶が残る）の
フラッシュメモリ、低速だが容量の大きいハードディスク
や光ディスクという階層になっている。次世代メモリには
DRAM以降を置き換える不揮発性で高速、低消費電力の
メモリが求められる。磁気メモリ（MRAM）はハードデ
ィスクと同様に磁気によって記憶を行うもの。強誘電体メ
モリは電圧によって誘起された電荷が電圧を切っても残る
強誘電体の性質を使ったメモリ。他に結晶状態とアモルフ
ァス状態で電気抵抗が変わる相変化物質を使うOUM
（Intelが後援するベンチャーOvonyx社が開発中）もある。
⑥MEMS
Micro-Electro-Mechanical Systems。半導体製造技術を
ベースにした微細加工技術を使い数百袙から数袙の可動
部を持つ微細な電気機械システム。マイクロマシンとも
言われる。
用 語 説 明
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ナノエレクトロニクス
ワークショップ
歪みSi構造に続く将来技術とし
て今年のナノエレクトロニクスワ
ークショップで中心となったのは
FinFET構造という、立体構造を
についてはIBMの招待講演のみ
であった。これらのナノデバイス
のほとんどは極低温でないと動作
しないため、どうやって室温動作
可能なナノデバイスを設計するか
と言う点に議論が集まった。この
点が解決されるにはまだ時間がか
かりそうである。
微細化の決め手となる露光技術
について現在のロードマップ（図
表１）では65nm世代がF2、それ
以降が電子線投影露光（EPL）ま
たは極紫外線露光④（EUV）とな
っている。しかし、F2露光装置が
65nm世代のみとなりそうなこと
や技術的困難さからIntelなど欧
米半導体各社がEUVへ傾きつつ
ある（科学技術動向2001年4月
号）。このような動きは日本の半
導体会社にも影響を与えているよ
うである。
今回Selete⑦はF2用レジストの
開発が進んでいることを示した
が。その一方、松下は65nm世代
の露光技術としてArF、F2、EPL
を比較し、焦点深度と解像度の兼
ね合いからEPLが最適とした。松
下は同時に、130～100nmで使用
したArFを65nm世代に延命する
ためのマスク技術の発表も行って
おり、注目を集めた（図表1）。こ
れは配線パターンの中央に1/2波
長位相をずらす位相シフト部分を
設け、周囲の光と干渉させるコン
トラスト増強技術の一種で、ArF
もつトランジスタである。これに
ついては「次のデバイス構造―
FinFET―」の章で詳しく述べる。
ナノテクノロジーに分類される
技術では、、量子ドットなど、デ
バイスとして実現性が高い構造を
使った発表が目立った。一方、カ
ーボンナノチューブトランジスタ
次世代露光技術
2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2010
DRAM 1/2 pitch 130 115 100 90 80 70 65 45
MPU 1/2 pitch 150 130 107 90 80 70 65 45
MPU Physical Gate Length 65 53 45 37 32 28 25 18
露光技術 ArF F2
EPL
EUV
図表１　ITRS2001におけるLSI寸法と露光技術のロードマップ
図表２　松下が発表したコントラスト増強技術
⑦Selete
半導体先端テクノロジーズ。日本の半導体会社が中心に
なって1996年に設立した共同研究組合。当初は300mmウ
エハ対応の装置評価や標準化を行っていたが、現在は
65nm以降の半導体製造技術の研究を行っている。
⑧ASET
超先端電子技術開発機構。日本の半導体産業関連企業十
数社が集まって構成する半導体技術の共同研究組合。
MIRAIはASETが行っている65nm世代の技術開発プロジ
ェクト。
⑨フッ化カルシウムレンズ
波長の短いF2エキシマーレーザではレンズ素材として通
常のガラスや石英が使えないため、フッ化カルシウム
（CaF2、蛍石とも言う）のレンズを用いる。しかし、フッ
化カルシウムには複屈折（結晶方位によって屈折率が異な
る性質、レンズには都合が悪い）の問題や、機械的強度が
弱く、自重でレンズが変形するなどの問題があった。
A. Mikasa 他　2002 Symphosium on VLSI Technology DIget of Technical
Papers p.200（2002年）等から科学技術動向研究センター作成
（単位：nm）
ITRS2001（International Technology Roadmap for Semiconductors 2001年度版）等から科学技術
動向研究センター作成
用 語 説 明
LSI技術の研究動向　―VLSIシンポジウムとシリコンナノエレクトロニクスワークショップの発表より―
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各国の研究開発動向
露光機を使っても65nm世代に必
要な焦点深度と解像度が確保でき
るとしている。また、従来の位相
シフトマスクが繰り返しパターン
でないと適用できなかった（隣り
合うパターンの位相を反転し、そ
の干渉でコントラストを増強す
る）のに対し、孤立パターンに適
用できる点も注目される。
F2露光技術に関しては、同じ6
月にASET⑧が研究成果発表を行
っており、レーザやマスク材料、
レジストの開発は進んでいるもの
の、フッ化カルシウムレンズ⑨の
量産、マスクを保護するペリクル
材料、汚染物質の焼き付きなどに
対する長期的耐久性にまだ問題が
あるとしている。それ以外のEPL、
EUVも装置、マスク、プロセス
の開発が間に合うか現時点では不
透明であり、増加する投資を低減
する点でもArFの延命が有力な選
択肢となりつつある。なお、日本
でも45nm世代以降でのEUV実用
化を目標にした極端紫外線露光シ
ステム技術開発機構（EUVA）を、
露光機メーカーほか10社が今年5
月に立ち上げている。
歪みSi構造に続く次世代技術と
して今年の中心となったのはFin-
FET構造である。これは、細く
フィンのように形成したチャネル
（トランジスタで電流が通る部分）
の周りにゲート電極を置く立体構
造である（図表3）。現在の平面構
造トランジスタに対し、動作速度
向上、オン電流向上と漏れ電流低
減（消費電力低減）が期待できる。
またFinFETはプロセスの工夫に
よりリソグラフィーの加工限界寸
法より微細なトランジスタを作る
ことが可能である。招待講演を行
った台湾TSMC社のC. Hu（Fin-
FETの発明者でUCバークレー教
授でもある）は、TSMCで試作し
たFinFETの特性を示した後、現
在IBM,モトローラ、AMD等が同
様の構造を研究しており、2010年
以降のトランジスタ構造の有力候
補であると述べた。
TSMCはVLSIシンポジウムで
ゲート長35nm（65nm世代に相当）
のFinFETの詳しい発表も行って
いる。それによると、High-kゲート
絶縁膜などの新材料を導入しなく
ても、充分な性能を発揮できると
のことである。また、モトローラも
本ワークショップでFinFETの基
本特性に対する発表を行っている。
ただしチャネルが細いため、電
流量がとれない問題があるが、上
記のHu氏は複数のチャネルを一
つのトランジスタに形成すること
で電流量を上げる構造を示した。
一方、従来の平面型FETにお
いて、ゲート面の凹凸が電荷の移
動を攪乱し、FETの性能を低下
させるという発表が今回数件あっ
た。エッチングでフィンを形成す
るFinFET構造ではゲート面の凹
凸は平面型FETより大きくなる
ことが予想される。この点が今後
の課題となる可能性もある。
最後に各会議での論文数からみ
た各国の研究開発動向を簡単に分
析する。図表４に各会議の国・地
域別論文数を示す。ここでは招待
講演、基調講演、ポスターセッシ
ョンを含めるが、パネルディスカ
ッションのパネラーは含めていない。
両シンポジウムでは日・米がほ
ぼ同数であり、最近の国際市場で
日本半導体産業のシェアが低下し
ていること、米国での開催である
ことを考えると健闘していると言
っていいであろう。また、韓国が
欧州を押さえて3位となり、台湾
も存在感を増してきている。なお、
サーキットシンポジウムのその他3
論文はカナダの大学で、回路技術
では一定の地位を占めている。
一方、ナノエレクトロニクスワ
ークショップでは他に比べて日本
の論文数が少ない。これは日米交
代で開催されるため、日米の論文
数が開催国かどうかで極端に増減
するという、この会議特有の傾向
のためである。他方、韓国が日本、
欧州を押さえて２位となってお
り、将来技術に関する研究も活発
になっていることが伺える。参考
までに日本開催であった2001年
のこの会議の国・地域別発表論文
次のデバイス構造　―FinFET―
R. Yang 他　2002 Symphosium on VLSI Technology DIget of Technical Papers p.104（2002年）等
から科学技術動向研究センター作成
図表３　FinFETと従来の平面型FET
数を図表4に追加しておく。
各会議における主要4カ国・地
域の発表機関別論文数を図表5に
示す。ここで、日本のSeleteや欧
州のIMEC⑩などの複数企業によ
る共同研究組織は公的機関に分類
している。
両シンポジウムが企業中心、ナ
ノエレクトロニクスワークショッ
プが大学中心という傾向がはっき
りでている。
サーキットシンポジウムで日本
の大学が健闘していることがわか
る。一方、テクノロジーシンポジ
ウムでは日本の大学の発表がわず
か実質1件（2件中１件は基調講
演）しかない。米国での開催とい
うこともあるが、最先端デバイス
の研究に必要な設備を持つ大学が
少ないのもその原因の一つであろ
う。実際、米国の大学の発表数が
多いのもテキサス大学など設備を
持つごく少数の大学が複数の発表
を行っているためである。なお、
欧州の公的機関の割合が多いのは、
IMECおよびフランスのCEA⑪が
共同研究などの形で発表を行って
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合わせである。ISRCは1989年に
Seoul National University内に開
設された大学共有の半導体研究施
設で、同時に産学の共同研究セン
ターとしても機能している。今後
ISRCが多くの大学に使われるよ
うになればさらに韓国の論文数が
増えるかもしれない。
いるためである。
ナノエレクトロニクスワークシ
ョップでは韓国の公的機関の割合
が多いことが目立つ。特にISRC
（ Inter-University Semiconductor
Research Center）とSeoul National
Universityの組み合わせで多くの
発表をしている。02年の韓国論文
数10件のうち７件が上記の組み
用 語 説 明
⑩IMEC
ベルギー王国のフランダース州政府、州内の４大学及び半導体関連企業が共
同運営する産学官半導体研究センター。
⑪CEA フランス原子力公社
＊共同発表による重複あり 各会議のプロシーディングより科学技術動向研究センター作成
図表5 各会議の発表機関別論文数
終わりに
今回の会議を通して、65nm以
降に向けて個々の技術は確実に進
歩している。また、たとえば露光
装置のように複数の選択肢がある
技術も主流となる技術がだんだん
明らかになっている。ただし、ま
だ本命を決定するまでには達して
いないようである。ロードマップ
通り2007年に65nm世代の生産を
開始するには後２年程度で使用す
る技術を決定しないと、LSI設計
と製造ラインの構築が間に合わな
くなるおそれがある。
国別の論分数を見ると、韓国、
台湾からの発表が増加している。
今後、中国からの発表の増加も予
想され、アジアの存在感がさらに
増すものと思われる。
テクノロジー サーキット ナノ 2001年Siナノ国・地域 エレクトロニクス エレクトロニクスシンポジウム シンポジウム ワークショップ ワークショップ
日　　本 35 37 8 18
米　　国 32 42 25 6
欧　　州 8 2 9 7
韓　　国 12 5 10 5
台　　湾 4 2 2 0
中　　国 0 2 0 0
他 1 3 0 0
＊共同発表による重複あり 各学会のプロシーディングより科学技術動向研究センター作成
図表４　国・地域別論文数
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特集膠
微細結晶粒金属材料の研究開発動向
―次世代高強度材料を目指して―
材料・製造技術ユニット 玉生　良孝*
客員研究官 緒形　俊夫*
金属材料は産業の基盤となる材
料である。とりわけ鉄鋼材料は、
構造材料として最も汎用性の高い
金属材料である。産業技術の発展
に伴い金属材料に要求される機械
的特性や機能的特性は益々高くな
っており、軽量高強度化や長寿命
化等により優れた材料特性が求め
られている。一方、社会の成熟に
ともない、国内の鉄鋼需要は1990
年には約8,000万トンであったも
のが、2000年には約6,000万トン
にまで減少しており、今後も大き
な伸びは期待できない。他方、国
内スクラップの発生量は徐々に増
加して2030年頃には両者はほぼ
同程度の量になると予想されてい
る1）。省エネルギー、省資源、環
境調和性等の社会的要請により、
軽量化、長寿命化とともにリサイ
クル性等に優れた材料開発が急務
である。
従来は、金属材料の特性向上は
熱処理、合金元素添加等の技術に
よって行われてきたが、これらの
技術のみによる特性向上だけで
は、上記の要求に十分に応えるこ
とが困難になってきた。資源及び
エネルギーの有効利用を図るた
め、材料の持つ特性を最大限に引
き出すとともに、リサイクル性に
優れ地球環境に優しい材料を製造
する技術のブレークスルーが強く
求められている。
近年の基礎的な研究によって、
材料の結晶粒径を微細化すること
で、強度、靭性①、耐食性等が大
きく向上することが確認されてき
た 2，3）。高強度・高機能特性を有
する汎用構造材料を創製する技術
を確立すれば、社会基盤を充実さ
せ、安心・安全な社会生活を維持
し、持続可能な社会を構築する上
で経済、社会に及ぼす効果は非常
に大きい。例えば「強度２倍、寿
命２倍」の材料を使用すれば、自
動車の軽量化による燃費向上で日
本全体のCO2排出量を２～３％削
減できるとする試算もある1）。
本稿では鉄鋼材料を中心とし
て、軽量・高強度材料をめざした
微細粒金属材料の研究開発の経緯
と動向についてまとめる。
材料を高強度化する手法には
種々の方法が知られているが、何
れも結晶中での転位（原子配列の
乱れ）の運動を制限し、材料の塑
性変形（弾性変形を越えた永久変
形）を抑える（硬化させる）こと
を基本原理としている。転位の運
動を阻害する方法によって次の強
化機構に分類される5，6）。
①固溶強化
不純物原子を結晶中に固溶②
させ、転位の運動を阻害するこ
とによる強化機構。
②分散強化、析出強化
転位運動の障害となる粒子
（第２相粒子）を結晶中に分散
させることによる強化機構。第
２相が固溶体から析出すること
によって形成される場合を析出
強化、析出以外の過程（例えば
酸化物粒子の形成等）で第２相
が形成される場合を分散強化と
して両者を区別している。特に、
析出強化は実用上の観点から重
要で、超高張力鋼、アルミニウ
はじめに
材料の強化機構
*
用 語 説 明
①靭性
破壊を起こすまでにエネルギーを吸収する性質。靭性が高いほど材料はねば
り強くなる。
用 語 説 明
②固溶
金属の結晶格子の中に別の元素の原子が入り込み固体状態で溶け合っている
様に混じり合っている状態。
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ムおよびチタン合金における強
化の殆どは、この強化機構によ
っている。
③相変態強化、マルテンサイト
強化
高温からの急冷により、微細
緻密な組織を生成させ高強度化
する機構。Fe-C系のマルテンサ
イト相が典型的な例。
④微細強化、結晶粒界強化
結晶粒径を微細にし高強度化
する機構。材料の強度の増加分
は粒径の1/2乗に反比例する性
質があり、降伏強度（または引
張強度）σｙと粒径ｄの間は次
の関係式で示されることが経験
的に知られている。
σｙ= σｉ＋kｙd－1/2
（Hall-Petchの関係式）
ここで、σｉは単結晶の平均
降伏強度、kｙは結晶粒界が降
伏強度を高める効果を表すパラ
メーター。
⑤加工硬化、ひずみ硬化
結晶に塑性変形を与え、結晶
中の転位を増加させて硬化させ
る強化機構。加工硬化は高温に
熱すると、回復、再結晶、粒成
長の３段階を経て元に戻る。
対象とする結晶材料の組成を変
化させずに強化させ得るという意
味では④、⑤が材料固有の強化機
構ということができるが、溶接性、
リサイクル性等まで考慮すると選
択肢は限られてくる。結晶粒微細
化の効果としては、粒界効果によ
り強度が向上することに加え、延
性―脆性遷移温度③低下により材
料がねばり強くなることが挙げら
れるが、一方加工硬化した場合は
延性―脆性遷移温度が高温側に移
り、材料は脆くなり使い勝手が悪
くなる7）。さらに、基礎的研究の
進展により、“単純成分系による
組織の超微細化”により、強度ば
かりでなく延性、靭性、耐久性、
耐食性等が向上する可能性が見出
され2，3）、結晶粒微細化が高強度
化手法の最有力候補となった。
鉄鋼材料分野
微細結晶粒金属材料開発は鉄鋼
材料の分野で最も活発に展開され
ている。鉄鋼材料はあらゆる構造
材料の中で最も汎用性の高い材料
であり、軽量・高強度化のブレー
クスルーに対する社会的インパク
トも他の材料に比べて飛躍的に大
きい。図表１に我が国における代
表的な微細粒鋼開発プロジェクト
の概要を示す。
次に各プロジェクトの開発状況
を記す。
蘆超鉄鋼（STX-21）
1997年4月から科学技術庁金属
材料技術研究所フロンティア構造
材料研究センター（現独立行政法
人物質・材料研究機構（NIMS）
超鉄鋼研究センター）で「新世紀
構造材料（超鉄鋼材料）の研究」
プロジェクト（略称STX-21）が
始まった。本プロジェクトの目標
は、「強度2倍、寿命2倍」の鉄鋼
材料を開発することである。希少
な合金元素をなるべく使わないで
資源・環境問題に配慮し、リサイ
クル容易な鉄鋼材料で「強度2倍、
寿命2倍」の特性を実現しようと
するものである。第1期プロジェ
クト（1997～2001年）では４つ
の課題を掲げ、高強度鋼の研究で
は①リサイクル・溶接容易な超微
細800MPa（メガパスカル）鋼
（現在主流となっている構造用鋼
材の引張強度400MPaの２倍とな
る800MPa以上の引張強度を持つ
鋼）の開発、②遅れ破壊と疲労に
強い1500MPa級超高強度鋼の開
発を、長寿命鋼の研究では③省合
金・高性能海浜・海洋耐食鋼の開
発、④超々臨界圧発電用耐熱鋼の
開発を行った。これらの研究成果
として、実験室レベルで超鉄鋼材
料創製の可能性を実証した8）。
図表２に本プロジェクトの
800MPa鋼の開発で採用された、
多方向溝ロール圧延法による圧延
のイメージ図を示す7）。本法は一
種の多パス多方向温間加工である
多方向溝ロール圧延法で、棒状鋼
材を温間・強圧下で多方向溝ロー
ル２方向（上下・左右）圧延を繰
り返すことによって結晶粒径１μ
mレベルの超微細粒鋼を断面
18mm角で長さ20mの棒材に作成
することに成功した。試験対象材
料としては汎用的で、なおかつリ
サイクル容易な鋼種である低炭
素・シリコン・マンガン鋼が選ば
れた。
2002～2006年のSTX-21第2期
プロジェクトでは第1期プロジェ
クトの成果を活用し、「社会・都
市新基盤実現を目指す超鉄鋼プロ
ジェクト」として強度と寿命を同
時に２倍にする「ファクター4」
超鉄鋼の材料創製手法を確立する
ことを目標としている。対象構造
物を「都市新基盤構造物（高層建
用 語 説 明
③延性―脆性遷移温度
鉄鋼材料はある温度以下になると、破壊様式が十分塑性変形を行った後で破
壊する延性破壊から、塑性変形を殆ど生じないで破壊する脆性破壊に変化する。
その温度。
各種微細結晶粒金属材料開発プロジェクトの概要
微細結晶粒金属材料の研究開発動向 ―次世代高強度材料を目指して―
25Science & Technology Trends   July 2002
特集3
築物や超長大橋梁等）」と「高効
率火力発電プラント（石炭火力発
電プラントの蒸気温度を600℃か
ら650℃に上げることにより発電
効率を５％向上）」に選定し、5年
後に工業化の検討を開始すべく、
実験室レベルから工業化を視野に
入れた基礎研究を展開することと
しており9）、その推進組織として
本年４月にNIMS内に超鉄鋼研究
センターが発足した10）。
蘆スーパーメタル
通商産業省（現経済産業省）の
産業科学技術研究開発制度に基づ
き、新エネルギー・産業技術総合
開発機構（NEDO）において「ス
ーパーメタルの技術開発」プロジ
ェクトが開始された。本プロジェ
クトは1995年度からの２年間の
先導研究を経て、1997年度から５
年間のプロジェクトとして実施さ
れた。スーパーメタルプロジェク
トには主として鉄系メゾスコピッ
ク④組織制御材料創製技術（鉄系
スーパーメタル）とアルミニウム
系メゾスコピック組織制御材料創
製技術（アルミニウム系スーパー
メタル）の２つがある。鉄系スー
パーメタルの最終目標は、「均一
な複相組織鋼化によって、結晶粒
径が１μm程度以下で、大きさが
1mm以上の厚さを持つ微細組織
鋼の創製技術を確立する」ことで
ある。これは先導研究によって、
微細粒鋼製造の冶金学的基礎概念
を構築し、大歪加工が超微細粒鋼
実現に有効であることを見出し、
鉄系金属の場合にその極限性能を
十分に引き出し、リサイクル性を
プロジェクト名 期間 主な実施機関 開発目標
新世紀構造材料 第１期： 科学技術庁金属材料技術研究所フロンティ 第１期：
「超鉄鋼材料」 1997～2001年度 ア構造材料研究センター 「強度２倍、寿命２倍」の鉄鋼材料の開発
（略称：STX-21）
第２期： 物質・材料研究機構（NIMS）超鉄鋼研究 第２期：
2002～2006年度（予定） センター 「都市新基盤用構造物」と「高効率石炭火
力発電プラント」用ファクター4超鉄鋼材
料の創製（強度と寿命を同時に2倍にする）
スーパーメタル 1997～2001年度 譛金属系材料研究開発センター（新日本 均一な複相組織化によって、結晶粒径1袙
の技術開発 （1995～1996年度 製鐵譁、日本鋼管譁、川崎製鉄譁、住友 以下でかつ形状的に1mm以上の厚さをも
（鉄系） スーパーメタル先導研究） 金属工業譁、譁神戸製鋼所） つ微細組織鋼の創製技術の確立
環境調和型 2002～2006年度（予定） 2002年7月5日現在未定 自動車材料等として広く使用されている
超微細粒鋼創製 鋼材への適用を目指し、超微細粒鋼につ
基盤技術の開発 いて、成形・加工技術、利用技術等の基
（スーパーメタル２） 盤技術の開発を行う
ナノメタル 2001～2005年度（予定） 譛金属系材料研究開発センター（新日本 １．超高純度金属材料分野
技術開発 製鐵譁、日本鋼管譁、川崎製鉄譁、住友 金属中の不純物元素をナノグラムオーダー
金属工業譁、譁神戸製鋼所）、譛大阪科学 まで低減する組成制御技術を中心に、組織
技術センター、日立金属譁 制御技術、及び技術の体系化に取り組む
２．実用金属材料分野
鉄鋼材料におけるナノクラスター・ナノ析
出挙動やナノ領域の微細な粒界・界面挙動
を解明し、組織制御の指導原理及び合金設
計・プロセス技術の基盤を確立、ナノ制御
新世代複相鉄鋼材料の創製
図表１　微細粒鋼国家プロジェクト
（出典：各種資料1，2，3，11，13，14，15）をもとに科学技術動向センターにて作成）
図表２　多方向溝ロール圧延法による圧延概念図
用 語 説 明
④メゾスコピック
金属材料の特性を評価する際のスケールで、粒径10μm程度以下の結晶粒
を基準にして評価するマクロスコピック領域と、原子又は電子を基準にして評
価するミクロスコピック領域とに分類した時、両者の中間の領域。
（文献７）より引用）
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報、環境、安全・安心、エネルギ
ー等の広範な分野の基盤技術であ
る材料技術を根幹から変貌させる
ことが期待される材料ナノテクノ
ロジーの基盤的研究開発を行いつ
つ、得られた成果等の知識の体系
化を図ることを目的とする「材料
ナノテクノロジー」プログラムの
一環として、「ナノメタル」プロ
ジェクトが2001年度から５年間
の予定でNEDOにおいて実施され
ることになった15）。
本プロジェクトでは、材料の軽
量化・耐熱化等を図ることによ
り、自動車や情報をはじめとする
広範な分野での省エネ化を推進す
るため、金属材料の組成、組織を
超精密・超微細に制御することで
機械的特性（強度、延性等）、機
能的特性（耐食性、電気・磁気特
性等）を飛躍的に向上させること
を目的としている。さらに、これ
らの知識を体系化し、ナノメタラ
ジー（ナノレベルの冶金学）を確
立することによって新規金属材料
創製技術の基盤を構築することを
目指している。金属材料について、
超精密な結晶組成制御（高純度化、
タル製造プロセスの概念図を示す。
今後は微細粒化の機構解明が必
要であるとの認識を反映し、昨年
度から始まったナノメタルプロジ
ェクトの中でも微細粒化の機構解
明の基礎的研究が行われている。
スーパーメタルプロジェクトの
成果を踏まえ、新たに2002年度
からは３R（Reduce，Reuse，
Recycle）プログラムの一環とし
て、後継プロジェクトとなる「環
境調和型超微細粒鋼創製基盤技術
の開発（スーパーメタル２）」が
開発期間５年間の予定でNEDOに
おいて開始される。本プロジェク
トでは、自動車材料等として広く
使用されている鋼材への適用を目
指し、超微細粒鋼について、成
形・加工技術、利用技術等の基盤
技術の開発を行うことを目的とし
て、①高度大歪加工技術、②革新
的ロール・潤滑技術、③革新的接
合技術、④計算科学を応用した大
歪加工モデルの研究開発を行う計
画である14）。
蘆ナノメタル
21世紀の革新的技術として、情
向上させるための最善の方法は、
特殊な合金元素を添加することな
く単純成分系による組織の超微細
化であることが明らかにされたこ
とによる2，3）。
このため中心テーマとして、①
大歪熱間加工に鋼材組織の超微細
粒化研究、②強磁場中加工熱処理
による鋼材組織の超微細粒化研
究、③超微細複相組織鋼の組織・
材質予測研究、の３項目を中心に
研究を進めた。大歪加工により変
態・再結晶の核生成の駆動力を飛
躍的に増大させ、さらに第二相等
を最大限に利用し核成長を徹底的
に抑制し、１μm以下の超微細結
晶粒を得るプロセスにおいて結晶
粒超微細化の指導原理をほぼ確立
し、高速大圧下圧延装置を用い、
実験室規模の熱延実験で微細粒鋼
板を製造し、厚さ5mmの鋼板内
で均一に１μm以下の結晶粒微細
化を達成した。合金元素の添加量
を増加させることなく、開発した
強度900MPa級の微細粒鋼におい
て、強度・靭性の向上を確認し、
プロジェクトの目標をほぼ達成し
た11，12）。図表３に鉄系スーパーメ
図表３　鉄系スーパーメタル製造プロセスの概念図
（NEDOスーパーメタルホームページ13）より引用）
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有用元素添加等）、超精密・超微
細な結晶組織制御技術（結晶粒制
御、析出制御、粒界・界面構造制
御等）及び組成分析・構造解析等
の計測技術を確立するとともに、
技術を体系化することを目標にし
ている。研究項目として、①ナノ
領域金属材料組成制御技術、②ナ
ノ領域金属材料組織制御技術、③
計算科学を応用した金属材料設計
技術、④技術の体系化、の４項目
について研究開発を実施する計画
である。これによりこれまでの経
験的、実験的に得られていた金属
材料創製技術から脱却し、機能特
性を飛躍的に高度化させた金属材
料の開発、期待する機能特性を有
する金属材料の製造を可能とし、
省資源・省エネルギー、地球環境
問題等への対応、安心・安全な社
会構築、また、次世代情報通信の
基盤となるナノ情報デバイス等の
実現に資することとしている。
非鉄金属材料分野
ここまで鉄鋼材料を中心に微細
結晶粒金属材料開発プロジェクト
を紹介してきたが、非鉄金属材料
の分野でもアルミニウム系金属や
銅系金属等において微細結晶粒径
金属材料の開発が並行して行われ
ている。図表４に主な微細粒非鉄
金属材料国家プロジェクトの概要
を示す。具体的な取り組みとして
は、アルミニウム系では車両軽量
化を念頭に置いて自動車用薄板材
料の開発、また銅系では従来の２
倍以上の高い導電性と強度を有す
る高性能伸銅材料の開発や、配線
幅100 nm以下の次世代Siデバイ
ス用超微細銅薄膜配線の実用化に
寄与することが期待される16）。
2001年11月1日に株式会社中
山製鋼所が微細粒熱延鋼板を世界
で初めて工業的に製造可能にし、
軽量・高強度鋼板の生産・販売を
本格展開するとのニュースリリー
スを行った 4）。この微細粒熱延鋼
板は、㈱中山製鋼所が川崎重工業
㈱と共同で開発した独自技術によ
る高圧下圧延と強冷却を連続的に
繰り返すことで製造される。具体
的には、連続仕上圧延機６台のう
ち後段３台の圧延機で板厚を半分
未満にする大圧下を行うと同時
に、圧延機間に設置されたカーテ
ンウォール冷却装置で強冷却（冷
却速度40℃/秒）を行うことを特
徴とする。図表５に中山製鋼所の
微細粒熱延鋼板開発の概要を、図
表６にその製造工程の概略図を示す。
この鋼板は、結晶粒径が従来材
の１/３以下の２～５μm（従来鋼
微細粒鋼の実用化
プロジェクト名 期間 実施機関 開発目標
スーパーメタル 1997年度～2001年度 譛金属系材料研究開発センター 3袙程度以下の極微細結晶粒径を有し、工
の技術開発 （1995年度～1996年度 業的特性（強度、耐食性）が既存同種材料
（アルミニウム系） スーパーメタル先導研究） の1.5倍以上かつ板幅が約200mm以上のア
ルミ系大型素材創製技術の確立
ナノメタル 2001年度～2005年度 譛金属系材料研究開発センター（古河電 実用的組成のアルミニウム合金材料を対象
技術開発 （予定） 気工業譁、スカイアルミニウム譁、住友 として、ナノ領域における組織とその生成
（アルミニウム系） 軽金属工業譁） 機構の解明と、組織制御技術の確立
材料特性データベース構築等による技術の
体系化
ナノメタル 2001年度～2005年度 譛金属系材料研究開発センター（ヤマハ 盧バルクグループ
技術開発 （予定） メタニクス譁、日鉱金属譁） ナノクラスター及び粒径制御により、高強
（銅系） 度、高導電率の銅系材料製造基盤技術確立
盪薄膜グループ
次世代高集積デバイス配線用高導電性材料
設計、プロセス設計指針の確立
図表４　微細粒非鉄金属材料国家プロジェクト
（出典：各種資料13，16）をもとに科学技術動向センターにて作成）
製品名 開発経緯 実施機関 開発の概要
微細粒熱延鋼板NFG 1996年　熱延工場建設計画 ㈱中山製鋼所 結晶粒径が従来材の1/3以下
（Nakayama Fine Grain） 2000年1月　ホットライン開始 川崎重工業㈱ である2～5μmで引張り強さ
2000年8月　営業運転 500～600 MPa級の熱延鋼板を
2001年1月　微細粒熱延鋼板の開発に本格的に着手 開発
2001年10月　引張り強さ500～600 MPa級の開発を完了
2001年11月1日　ニュースリリース
2001年12月　生産・販売開始
（出典：資料4）をもとに科学技術動向センターにて作成）
図表５　㈱中山製鋼所の微細粒熱延鋼板の概要
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材は10～15μm）と微細であり、
引張り強さ500～600 ＭＰa級と
従来鋼材の最大1.5～1.6倍の強
度上昇を達成した。微細粒化によ
る強度上昇の結果、従来の熱延鋼
板と比べSi，Mnの成分量を約半
分にできた。さらに従来の熱延鋼
板と比べ、高靭性、加工性にも優
れ、また溶接性も良く、そのうえ
高い疲労特性も備えるという特長
を有している。現時点での強度は
STX-21やスーパーメタル（鉄系）
が目指す800～900MPaには及ば
ないものの国家プロジェクトより
も一足早く現実的な解として粒径
数ミクロンの微細粒鋼の実用化、
量産化に先鞭をつけたことは高く
評価されよう。
本材料の製造技術は片駆動異径
ロール圧延機⑤による高圧下圧延
技術やカーテンウォール冷却装置⑥
による強冷却技術を巧みに組合せ
ており業界の注目を集めた。産業
機械や建設機械、自動車メーカー
などからサンプル出荷の引き合い
があり期待度が大きいことが伺わ
れる。現状では製造可能サイズが
およそ厚さ1.6～16mm×板幅600
～1219mmと限られているが、今
後はより一層の用途拡大のために
更なる強度上昇とともに大型サイ
ズへの対応も注目される。
日本におけるSTX-21、スーパ
ーメタルプロジェクト等による革
新的な研究が海外における超細粒
鋼研究に大きなインパクトを与
え、欧州、韓国、中国はそれぞれ
独自に細粒鋼プロジェクトを立ち
上げ、日本にキャッチアップする
ことを目指している。
欧州：
ECSC Steel Program18）
2000年から1年間のEUプロジ
ェクトとして超微細粒鋼第一次プ
ロジェクトが開始された。1μm
結晶粒径鋼の性質を調査し、有用
性を評価することを目的に冷間大
歪圧延＋焼鈍を中心にした研究が
行われた。
また2001年から３年間で民間
企業と大学を中心としたECSC
（欧州石炭鉄鋼連盟）プロジェク
トが開始され、高強度化を主眼に
微細構造制御技術の開発が進めら
れてきた。プロジェクト成果の適
用分野としては自動車、建造物及
び社会基盤、パイプライン等を念
頭に置いている。実用化しやすい
範囲として2～3μmの結晶粒径
鋼の創製と実用化の目処を得るこ
とを目的に、超高速冷却法を開発
し熱延ラインでの微細粒鋼製造に
ターゲットを絞り適用している。
プロセスの大幅変更をせず、自動
車用板材や棒鋼での実用化を考え
ている。熱延の材料からプロセス、
計測まで一貫して効率的な研究開
発を行っている。溶接性が課題と
考えており、スポット溶接に代わ
るパンチ接合等の実験を実施して
いる。
2002年から2007年まで新たに
海外の状況
図表６　㈱中山製鋼所の微細粒熱延鋼板製造工程の概略図
用 語 説 明
⑤片駆動異径ロール圧延機
仕上圧延機後段の３台のスタンドについて、 通常、上・下ロール（同径ロ
ール）を駆動し圧延するが、本方式では片側をロール駆動し、しかも上・下ロ
ール径を違えている。
⑥カーテンウォール冷却装置
仕上圧延機後段の３台のスタンドの出側に取り付けられた圧延材を冷却する
ための装置で、この冷却装置から出てくる水は、水厚24ｍｍ以上。あたかも水
の壁のような状態（層流状態）になる。これにより高い冷却能力が達成できる。
（文献17）より引用）
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ECSC2002プロジェクトが始ま
り、高特性、耐久性、リサイクル
特性を探求していく予定である。
韓国：HIPERS-2118）
1998年から5年計画でHipers-
21プロジェクトが始まっている。
日本のスーパーメタル同様、歪誘
起動的変態を用いた超微細粒化を
推進している。微細粒鋼創製には
歪誘起動的変態（strain induced
dynamic transformation： SIDT）
が有効であること、heat affected
zone（HAZ）領域の粒成長を抑
制するにはTiN粒子の分散が有効
であること等を発表している。創
製された微細粒鋼の平均粒径は板
表層で2～3μmと微細だが、中
心は5μmと粗大。鉄鋼業界だけ
ではなく重工、建築業界からの参
加も交え実用化を考慮し仕様設計
からの検討も進めている。
2003年～2007年の第2期プロジ
ェクトでは、第1期プロジェクト
の結果を踏まえ、①新しい超微細
粒鋼製造方式の研究開発、②新し
い超微細粒鋼製造方式のパイロッ
トプラント開発、③超微細粒鋼製
造技術の実証、④大型構造物への
超微細粒鋼適用についての研究、
等を行う予定である。
中国：
New Generation Steels18）
1998年から国家プロジェクト
としてNew Generation Steelがス
タートした。“double strength and
/ or double service life”を目標に、
微細粒化、高純度化、均質化をキ
ーテクノロジーにしている。構造
用鋼で2～3μm程度の微細粒鋼
の実用化を目指しているが、内容
的には日本のキャッチアップが主
体である。国際会議等を頻繁に開
催し、日本の情報収集を積極的に
実施している。
一方、米国では微細粒鋼に関
する研究プロジェクトは特に見
られないが、2000年にクリント
ン大統領が発表したNational
Nanotechnology Initiativeで は 、
鋼鉄の10倍の強度を持ち、しか
も重量はその何分の一という材料
を開発するという項目が“偉大な
る挑戦（Grand Challenges）”の
一例として挙げられており今後の
研究開発動向が注目される。
金属材料の微細粒化は強度向上
だけではなく、延性－脆性遷移温
度の低下、耐食性の向上、延性や
溶接性等、様々な材料特性の変化
をもたらした。従来構造材料とし
て考えられていた金属材料が、新
たなプロセスを経て、従来にはな
い新たな機能を付与された新機能
材料として再認識されるようにな
った。さらなる材料特性の向上及
び制御技術の確立のためには、今
後は単なる結晶粒径制御だけでな
く、微細構造の中の結晶粒内の組
成や析出物の高度な材料設計・制
御技術の開発およびそれらの指導
原理の解明が必要である。また実
用化のためには技術のブレークス
ルーが必要である。一例としては、
微細結晶粒材料の特性を保ちなが
ら接合する技術の開発が待望される。
これらの材料開発には大型圧延
機等の大規模設備の導入が必要な
ばかりでなく、民間企業単独で継
続できる開発期間よりも長期の研
究開発期間が必要であり、国家プ
ロジェクトとして国が関与する役
割は重要であると考えられる。こ
れらの微細結晶粒金属材料開発プ
ロジェクトは、従来より相互交流
による情報交換を行ってきた。特
に、超鉄鋼ワークショップ、超微
細粒国際会議、超鉄鋼国際会議お
よび鉄鋼協会における集中討論会
等では研究者間の活発な技術討論
により相互交流を行い、鉄鋼業を
はじめとする我が国の金属材料の
開発技術水準の向上に多大な貢献
をしてきたものと考えられる。一
方、微細結晶粒金属材料も研究開
始から５年以上が経過してそろそ
ろ評価される時期にさしかかって
きたともいえる。今後は材料業界
としての技術シーズ側からの材
料・製造プロセス開発だけでな
く、工業化を視野に入れニーズと
しての用途開拓を行い開発技術を
活かせる場を具体的に展開するこ
とが必要と考えられる。材料は使
われてこそ材料であるので、材料
業界内に留まらず、材料・プロセ
ス研究者と材料エンドユーザー、
製品設計サイドの情報交換を緊密
に行い開発の方向性を揃えるとと
もに、STX-21第２期、スーパー
メタル２、ナノメタルという国家
プロジェクト間の協調連携を適切
に行い、実用化に向けてのブレー
クスルー達成のため効果的かつ十
分な研究開発が推進されるべきと
考えられる。
近年の鉄鋼業における韓国や中
国の成長には目を見張るものがあ
る。最新鋭の設備と安価な労働力
を背景に日本を脅かすまでの競争
力をつけてきた。今後も我が国の
鉄鋼をはじめとする金属産業が国
際競争力を持つ基幹産業であり続
けるためには、高付加価値化によ
る製品の差別化が必至である。微
細粒鋼を中心とする微細結晶粒金
属材料の開発は日本が世界のフロ
ントランナーとなっている。今後
も我が国が材料産業において国際
競争力を持ち続け、材料開発のデ
ファクトスタンダードを獲得する
ためにこれらのプロジェクトが果
たす役割には非常に大きなものが
期待される。
おわりに
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自己組織化材料研究の動向
材料・製造技術ユニット 高野潤一郎*
客員研究官 小口　信行*
一般にデバイスを微細化する
と、“高速化”、“低消費電力化”、
“高集積化”といった利点がある。
そのため、ナノメートル（10億分
の1メートル：nm）スケールの
微小領域を扱う材料研究が注目さ
れている。ナノメートル・スケー
ルの材料を扱う研究手法には大き
く言って2つある。1つは、半導
体の微細化技術のように、大きな
ものを削って小さくしていく「ト
ップダウン」とよばれる研究手法
であり、もう1つは、原子や分子
を組み上げていって大きなものに
する「ボトムアップ」とよばれる
手法である。（図表1参照）
従来、半導体デバイスを主な対
象としたナノテクノロジーはトッ
プダウン手法を中心に発展してき
たが、数年から十数年後という近
い将来、トップダウン手法による
ナノ構造の作製に困難が増大する
ことが様々な研究者により指摘さ
れている。（具体的には微細化の
技術的限界、物理的限界､経済的
限界に関わる議論であるが、紙面
の関係上、詳細は省略する。）そ
のため、トップダウン手法を補完
あるいは代替する研究手法として
ボトムアップ手法が注目を集めて
いる。
本稿ではボトムアップ手法の中
でも注目されている自己組織化法
について取り上げ、その目標、現
状、課題についてとりまとめた。
はじめに
*
（特許庁http://www.jpo.go.jp/indexj.htmの特許出願技術動向調査報告「ナノテクノロジー・材料関連」の図を科学技術動向研究センターで加工）
図表1 ナノテクノロジー研究の手法とスケール
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ボトムアップ手法における
自己組織化法
自己組織化法は、ボトムアップ
手法の中でどのような位置づけに
あるのだろうか。ここでは、図表
1にボトムアップ手法の代表的な
例として最初に示した「走査型プ
ローブ顕微鏡（SPM）による原
子・分子操作技術」について概説
することで、自己組織化法がどの
ような観点から注目されているの
かについて述べる。
SPMによる原子・分子操作技
術とは、「SPMの微小な探針を用
いて原子や分子を１個ずつつま
み、つまんだ原子や分子を所望の
場所に並べ置くことで人工的な構
造をつくろうとする方法」であり、
既に原子で作製された様々な文字
（原子文字）や超微小構造がいく
つも報告されている。原理的には、
この方法を応用すれば、縦・横・
高さが各々ナノメートル・スケー
ルの非常に微小な構造（量子ドッ
ト）をつくることができ、量子ド
ットによる革新的な機能の発現が
期待される。
しかし、実際にSPMを用いて
量子ドットをつくろうとすると大
きな困難に直面する。原子文字1
字の作製に１時間程度を要する現
在の原子・分子操作技術が更に進
歩して、仮に1,000分の1秒間で1
個の原子をつまんで望みの位置に
持ってくることができるようにな
ったとしても、直径5ナノメート
ル程度の１個の量子ドットを組み
上げるためには原子約8,000個を
動かす必要があり、また、デバイ
スとして用いるために量子ドット
を100分の1mm四方の平面上に並
べようとすると、休み無しで約90
日の時間を要するため、とても現
実的とは言えない。
またシリコンのように単一の元
素から成る物質では原子を1個ず
つつまんで動かすことが可能であ
るとしても、高速トランジスター
に用いる場合にシリコンよりも優
れた特性を発揮するガリウム砒素
（GaAs）という物質のように、複
数の元素から成る化合物半導体に
おいては、更に技術的な困難が伴
うことが容易に予想される。（た
だし、上記の例は非常に単純化し
た試算の例であり、非常に微小な
領域にのみSPMを用いてその周
辺領域の作製には別の手法を用い
るなど、実際には複数の手法を組
み合わせて付加価値の高いナノ構
造を作製することも可能であると
思われる。）
ここでは、ボトムアップ手法の
例としてSPMを取り上げたが、
実用デバイスの開発を想定する
と、他のボトムアップ手法でも同
様に多くの時間的困難や必要とな
るエネルギー量の多さといった問
題が予想されている。このような
状況の中、ナノ構造作製のために
必要な時間とエネルギーを低減で
きる可能性があるとして、現在、
ボトムアップ手法の中でも「自己
組織化法」が注目を集めている。
自己組織化とは
2002年 4月号の科学技術動向
（特集3「ナノバイオロジーの動
向」）でも触れているが、「自己組
織化」という概念自身、研究者の
間でも科学的な共通認識が得られ
ていないため、明確な定義は存在
しない。そこで本稿では、自己組
織化とは、「材料やデバイスをつ
くり上げる際に、人が手を加えな
くても、材料やデバイスの構成要
素が自ら集まってある構造をとっ
たり（自己集合）、エネルギーや
物質が拡散していく動的過程の中
で構成要素が自ら進んであるパタ
ーン（散逸構造）を形成したりす
ること」を指すものであるとして
議論を進めることとする。
自己集合の例としては、水にな
じむ親水基とよばれる部分と、水
をはじく疎水基とよばれる部分を
併せ持ったセッケンの分子を水の
中に入れると、セッケン分子は疎
水基を内側に親水基を外側にして
球状のミセルという構造をとるこ
となどがあり、また、散逸構造を
形成する例としては、砂に風紋が
できるように、風のような外力に
よって砂全体の構造が人の手を介
せずにできる過程が挙げられる。
以上では、自己組織化材料研究
が注目を集めるに至った経緯につ
いて述べるために、あえて議論を
ナノテクノロジー研究の領域に留
めていた。しかし、自己組織化自
体はナノメートルのように非常に
微小なスケールから、例えば寒気
の噴き出しに伴う渦巻き状の雲
（カルマン渦）の形成過程のよう
に非常に大きなスケールの話まで
を包含する概念である。そこで、
本稿では物質・材料のスケールに
拘泥せず、自己組織化材料研究の
目標、現状および（目標と現状の
差を埋めるために取り組むべき）
課題を明らかにすることとする。
自己組織化材料研究が
目指すもの
筆者らは、現段階において自己
組織化材料研究が目指しているの
はおおよそ次の3つの内容である
と結論した。（目標のとりまとめ
にあたっては、謝辞に名前を挙げ
た研究者の一部との議論を参考に
した。）
目標A 分子集合体の精密合成
（時として、システムの構成要
材料研究における自己組織化の定義と目標
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素となりうる）原子や分子の集合
体、特に既存の合成法では作製が
困難な分子の塊やナノメートル・
スケールの構造を、原子や分子自
身の働きにより（省資源・省エネ
ルギーで）精密に合成する技術を
確立すること。および、そのよう
にして合成された材料に革新的な
機能を発現させること。
目標B パターン形成および
自己配置技術の確立
気体・液体・固体といった状態
や、ナノメートル（nm）、マイク
ロメートル（μm）、ミリメート
ル（mm）、メートル（m）といっ
たスケールによらず、システム構
成要素自身の働きにより（省資
源・省エネルギーで）、対象とす
るシステム中にある有用なパター
ンを一度に大量に形成するという
製造プロセスを確立すること。ま
た、構成要素を予定した位置に高
精度で自己配置させ、所望の構造
を作製すること。
目標C 自己組織化法を用いた
材料やデバイスの作製
目標Aと目標Bで達成された技
術を組み合わせることなどによ
り、複数のスケールにわたって階
層的な構造を構築し、各階層に特
徴的な機能を発現させることでス
マート・マテリアル（インテリジ
ェント材料などとも呼ばれ、熱や
光などの周囲の環境条件に応じて
機能を発現する材料を指す）や分
子デバイスを実現すること。
以下、「自己組織化材料研究の
現状」の章では、目標A～Cに向
けた研究の現状を理解するための
参考として、いくつかの研究例を
紹介し、「自己組織化材料研究の
課題」の章では、目標A～C（本
章）と現状（次章）のギャップを
埋めるために取り組むべき課題に
ついて述べる。
本章では、国内外の自己組織化
材料研究の現状を把握するために
興味深い第一線の研究者のコメン
ト、および国内において自己組織
化材料研究の組織的な取り組みが
スタートした例、同一の微小構造
を作製する際に必要な装置やプロ
セス数などの比較を試みた例を紹
介する。その後、目標A～Cに向
けた研究の実例をいくつか列挙する。
国内外の研究の現状
（独）産業技術総合研究所ナノ
テクノロジー研究部門の山口智彦
主任研究員は、「日本の自己組織
化材料研究の水準」および「研究
現場における理論と実験の乖離」
について次のようにコメントして
いる。
蘆日本の自己組織化材料研究の水
準
散逸構造の形成プロセスを材
料科学に応用しようという流れ
は国際的なものになりつつある
が、その口火を切ったのは1990
年代半ばの日本の高分子研究グ
ループによるものであった。
また、金属ナノ粒子に関して
は、林超微粒子プロジェクト
（科学技術振興事業団の創造科
学技術推進事業（ERATO）
1981～1986年）により気相合
成法が世界に先駆けて確立され
た。2000年1月の米国National
Nanotechnology Initiative（NNI）
の発表に先立って、米国が日本
のナノテクノロジーの現状を調
査した際に、林超微粒子プロジ
ェクト等の成果を詳細に検討し
たという話がある。散逸構造を
利用したものづくりに関して
は、日本が進んでいると考えて
いる。
蘆研究現場における理論と実験の
乖離
欧州では、空中窒素固定反応
などの化学工学研究で大きな業
績をあげたHaberを記念して設
立されたFritz-Haber-Institut
der Max-Planck-Gesellschaftで、
数学者のMikhailovが主催する
理論グループと、京都賞を受賞
した固体表面反応の世界的権威
である所長のErtlが主導する多
数の実験家との間に緊密な共同
体制があり、反応拡散および移
流の系でナノ周期構造が形成さ
れることを理論的に示したとい
う例がある。
米国では、National Institute
of Standards and Technology
（NIST）の高分子材料研究で著
名なKarimのグループが理論家
と協同で、電場等の外力を加え
て高分子材料に空間周期構造を
誘起したという成果を上げてい
る。また、ともにパターンの自
己組織化や非線形ダイナミクス
の分野で理論に明るい実験家と
して著名なTexas大学Austin校
のSwinney教授やWest Virginia
大学 のShowalter教授も、理論
家と頻繁に意見を交換している
ようだ。
しかし､日本国内に目を転じ
ると、国外で評価されている自
己組織化材料の研究者も存在
し、数年前から物理学者などの
理論家と交流しているにもかか
わらず、日本国内において大き
な研究の潮流を形成するまでに
は至っていない。日本国内では
依然として理論家、実験家が独
立して自己組織化材料研究に取
り組んでいるのが現状である。
自己組織化材料研究の現状
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国内における自己組織化材料
研究への組織的な取り組み例
自己組織化材料研究は、創造科
学技術推進事業（ERATO）、国武
化学組織プロジェクト／新技術事
業団（1987年-1992年）以降、戦
略的基礎研究推進事業（CREST）、
研究領域「分子複合系の構築と機
能（生体のエネルギー変換・信号
伝達機能の全構築）」研究代表
者：小夫家芳明（奈良先端科学技
術大学院大学物質創成科学研究
科）／JST（1998年～2003年）や
ERATO、横山液晶微界面プロジ
ェクト/JST（1999年～2004年）
など、プロジェクト方式で数件行
われてきている。
また、1992年4月から2002年3
月までの10年間活動したアトム
テクノロジー研究体（JRCAT：
技術研究組合オングストロームテ
クノロジ研究機構（ATP）と産業
技術総合研究所（AIST）を母体と
する産官学の集中共同研究体制）
のような横断的な研究組織におい
ても、自己組織化法を利用したナ
ノ構造の作製といった成果が得ら
れてきている。
（北海道大学　電子科学研究所　ナノテクノロジー研究センターの下村政嗣センター長､教授に提供いただいた資料を科
学技術動向研究センターで加工）
図表2 微細加工技術を用いたハニカム膜の作製プロセス
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更に最近の動きとしては、自己
組織化法による研究を中核とする
はじめての研究機関として、2002
年4月、北海道大学電子科学研究
所に「ナノテクノロジー研究セン
ター」（センター長：下村政嗣教
授）が設立されたことが挙げられ
る。同センターでは「分野横断
的・領域融合的な研究組織によ
り､分子・原子の自己組織化によ
るボトムアップ戦略を基軸として
半導体テクノロジーにおけるトッ
プダウン戦略を融合した新しいナ
ノサイエンス領域を創成すると共
にわが国におけるナノテクノロジ
ーネットワークの一翼を担う研究
施設である。」としており、今後
の研究が期待される。
ものづくりにおける微細加工
技術と自己組織化法の比較
～蜂の巣（ハニカム）膜作製
の例～
ここでは、同じハニカム膜を作
製する際に、一方では代表的な
「微細加工技術」であるリソグラ
フィーを用い、もう一方では「自
己組織化法」を用いることにした
場合の比較を試みている。（図表2、
3参照）
図表2、3からわかるように、
少なくともハニカム膜のような構
造を作製する場合、自己組織化法
を用いた方が微細加工技術を用い
るよりも次のような点で有利である。
盧省エネルギー・低コスト（リ
ソグラフィーの場合にはどの
ような装置を用いるかどうか
ということが重要であるが、
自己組織化法の場合には大掛
かりな装置や高価な装置が必
要ない）
盪より少ないプロセス数・短時
間（リソグラフィー法で全プ
ロセスを1時間以内に終わら
せることはできないが、自己
組織化法であれば30分程度
で終了可能）
蘯連続的な大面積のパターンの
作製が可能である
盻材質の選択の幅が広い（リソ
グラフィーを用いる場合は、
シリコン基板などに限定され
るが、自己組織化法の場合に
は無機物質でも有機物質でも
適用が可能）
眈装置を取り扱う際に高度な技
量が要求されない（機械を用
いて自動化も可能）
ただし、同一構造を作製すると
きに必ず自己組織化法の方が有利
であるとは言えないことに注意す
る必要がある。
また、自己組織化法の欠点とし
ては、「有機溶媒を用いるために
環境負荷が大きい」（ただし、完
全な閉鎖系で装置を稼動させれば
問題はない）、失敗なく所望の2
次元構造が作製できるリソグラフ
ィーと異なり「再現性が悪い」
（ところどころに間違いを含む）
などが挙げられる。（ただし、ハ
ニカムの孔径は統計的な分布を持
つが、光散乱で相当数の高次の回
折が出るほど、均一で規則的であ
り、作製条件を整えれば、ほぼ均
一な構造を高い再現性で作製する
ことができる。）
（北海道大学　電子科学研究所　ナノテクノロジー研究センターの下村政嗣センター長､教授
に提供いただいた資料を科学技術動向研究センターで加工）
図表3 自己組織化法を用いたハニカム膜の作製プロセス
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“分子正八面体”（1995年）等
の化合物の研究が発端とな
り、最近では自己集合を利用
して様々な2次元・3次元構
造を、多角形や多面体に組み
上げるという研究が活発にな
されている。
③我々の研究では、配位結合の
豊富な結合様式（結合方向、
結合力、結合数）と有機分子
の自在な分子設計を組み合わ
せることで、所望の構造を一
義的かつ定量的に自己組織化
できる。
④少なくとも数ナノメートル程
度以下の領域であれば、明確
な方向性と適度な結合力を持
った分子間力を合理的に利用
するという自己集合の原理は
確立しつつあると言える。た
だし、数～数十ナノメートル
の領域では、自己集合の原理
の確立には程遠く、混沌とし
た状況にある。
蘯固体表面上で分子のナノ構造
を制御
（独）物質・材料研究機構ナノ
マテリアル研究所ナノデバイス研
究グループの横山崇研究員らは、
機能性分子として知られているポ
ルフィリン分子に絶縁性のブチル
基（－CH2CH2CH2CH3）を“足”
められている。（図表5参照）
また藤田教授は、自己集合によ
る分子集合体の構築に関して次の
ように現状分析している。
①1990年頃から、水素結合や
配位結合を活用した系で自己
集合に関する研究の目覚しい
進展がみられている。テニス
ボールの皮に似た形状の分子
を水素結合で張り合わせた
“テニスボール分子”、複数の
金属イオンの回りに2本の分
子の紐が巻きついてつくられ
る“2重らせん錯体”等々、
巧みな分子設計にもとづくユ
ニークなナノ構造体が数多く
報告されている。
②我々が自己組織化に成功した
“分子正方形”（1990年）と
目標A（分子集合体の精密合
成）に向けた研究の例
盧化合物半導体量子ドットの
作製
量子ドットを取り込んだ新構造
のデバイスでは、従来のバルク状
半導体デバイスには期待できない
革新的な機能の発現が期待されて
いる。現在までに、わずかな電流
を流しただけで強く光る低消費電
流高効率の量子ドット・レーザー
などが実験室レベルで作製されて
いる他、高密度メモリデバイスや
高度情報通信デバイスへの応用を
目指して研究が進められている。
（図表4参照）
盪既存の化学合成では極めてつ
くりにくい分子集合体の合成
生体系では自己組織化の駆動力
として水素結合を巧みに利用して
いる例が多く見られるが、東京大
学大学院工学研究科応用化学専攻
の藤田誠教授は、明確な方向性を
持つ配位結合を駆動力として精密
な分子集合体を、自発的かつ定量
的に作製してきている。また、図
表5に示したように3次元的に閉
じた構造を持つ物質は、その分子
骨格の内部に外界から孤立した特
異な空間を有しているため、この
物質内に取り込まれた分子が新規
な物性や化学反応性を発現するこ
とが期待できるとして、研究が進
（小口信行客員研究官より提供）
（Science Vol. 282, pp. 734-737、1998年10月23日号より引用）
図表4 （左）GaAs基板上に成長させたGaAs量子ドットの走査電子
顕微鏡（SEM）写真、（右）鉛テルル（PbTe）基板上に作製
された、ピラミッドの形状をした鉛セレン（PbSe）量子ドッ
トの原子間力顕微鏡（AFM）像
（東京大学大学院工学研究科応用化学専攻の藤田誠教授より提供）
図表5 （左）かご構造（直径約2 nm、この図ではカルボラン（炭素
―ホウ素クラスター、直径0.08 nm）４分子を取り込んでいる）
（右）チューブ型カプセル構造（長さ約3 nm）、樽構造（直径
2 nm、高さ3 nm）
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として付加することによってポル
フィリン分子が直接固体表面に結
合することを妨げ、また、シアノ
基（－CN）を“手”として付加
することによって分子どうしが選
択的かつ自発的に結合できるよう
にした。分子の手を用いて個々の
分子を組み上げる技術は幅広く研
究されているが、そのほとんどは
溶液中での研究成果であり、実用
デバイス開発のために重要な固体
の表面で様々な形状の分子集合体
を組み上げられることになったこ
との意義は大きい。（図表6参照）
目標B（パターン形成および
自己配置技術の確立）に向け
た研究の例
蘆高分子や微粒子を用いて、
点・細線・格子・ハニカム構
造などを作製
前出（図表2、3）の下村教授ら
は、高分子溶液を基板に塗布し乾
燥させることで薄膜を作製する
“高分子キャストプロセス”を利
用して図表7、8に示したような
微小構造の作製に成功している。
（ハニカム膜の写真は、図表3で
示した。）ハニカム膜の作製方法
は、光の波長程度の単位構造を周
期的に並べたフォトニック結晶
（発光や光の伝播の人工的制御に
利用）の作製に向けて応用が試み
られている。また、ハニカム膜自
身は細胞培養の基板などとして利
用可能であることが実証されている。
高分子キャストプロセスは、パ
ターンを作製する際に物質種を問
わない汎用的な手法であるため、
量子ドットや量子細線（電子など
電気を運ぶ粒子を1次元（前後方
向）に閉じ込めた人工的な構造）
を作製し、液晶ディスプレイや電
子ペーパー（丸めて持ち運べる超
薄型ディスプレイ）の開発に貢献が
期待されている。（図表7、8参照）
図表6 ポルフィリン集合体の走査トンネル顕微鏡像（左
2列）と、実際に分子を組み上げる前の検討に用い
たシミュレーションのモデル（右1列）
（（独）物質・材料研究機構websiteより引用。http://www.nims.go.jp/
nims/former/info/press12.pdf ）
図表7 （左図）数nmの孔の開いたe‐カプロラクトン（生分解性高
分子の1種）の蜂の巣（ハニカム）状多孔膜を基板として、そ
の孔に直径約100nmの微粒子を埋め込んだもの、（右図）雲母
上に作製した、液晶性を示すポリアセチレン（筑波大学の赤
木和夫教授から提供）を北海道大学下村政嗣教授らがパター
ン化したもの（幅4μm、高さは50 nm）
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目標C（自己組織化法を用い
た材料やデバイスの作製）に
向けた研究の例
従来、目標A（分子集合体の精
密合成）および目標B（パターン
形成および自己配置技術の確立）
に向けた研究はそれぞれ成果を上
げてきているが、目標C（自己組
織化法を用いた材料やデバイスの
作製）に向けた研究で得られた成
果は、それらに比べてまだ数が少
なく、今後の進展が望まれる。
盧生体の骨代謝系に取り込まれ
る骨類似材料の開発
東京医科歯科大学大学院歯学総
合研究科の四宮謙一教授と、（独）
物質・材料研究機構生体材料研究
センターの田中順三センター長､
主席研究員は、生体類似条件
（pH 8～9、温度40℃）で本物の
骨とよく似た組成・構造の、骨類
似・アパタイト/コラーゲン複合
体を開発した。そして、アパタイ
ト結晶（30nm）とコラーゲン
（300nm）が生体類似条件下で自
発的に配列し、全体として20μ
m以上の長さの線維を形成する事
を確認した。（図表9参照）
図表8 （左）雲母基板上に作製された直径1-2μm、高さ30 nmのポ
リスチレンドット、（右）スライドガラス上に作製されたポリ
スチレンの格子（線幅は5μmおよび1μm、高さ500 nmお
よび100 nm）
（（独）物質・材料研究機構websiteより引用。 http://www.nims.go.jp/
nims/former/info/press11.pdf ）
図表9 イヌ脛骨（20mmの骨欠損）に粒子状の骨類似複合体を移植
（粒子を固定するため、生体吸収性膜で骨欠損部を覆った）し、
12週間後、骨がほぼ完全に再生され､イヌが自由に活動できる
ようになった。
図表10 （A～F）表面を金で被覆した発光ダイオード（LED）と、ハンダでパターンを描
いた銅基板上をハンダの融点を越える水の中に漬けて静かに攪拌したところ、
LEDはハンダと溶液間の界面エネルギーが最小となるように選択的に基板表面に
吸着した。（右図）3分間以内で、柔らかな曲面を有する基板上に、約1,560個の
シリコン立方体を配列させることに成功
（Science Vol. 296, pp.323-325、2002年4月12日号より引用。）
（左側の図と同じく、Science Vol. 296, pp.323-
325、2002年4月12日号より引用。）
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盪数多くの微小なデバイス構成
要素を柔らかい基板や曲がっ
た基板上に配列
ハーバード大学化学・化学生物
学部のGeorge M. Whitesides教授
らは自己集合を利用して、大きさ
約 300 μ m の発光ダイオード
（LED）を113個持つ円筒形ディ
スプレイを作製した。また、1,500
個の微小なシリコン立方体を数分
間で基板上の所定の位置へ配列さ
せることに成功した。（図表10参
照）
主として、目標A（分子集合体
の精密合成）を達成するには自己
集合、目標B（パターン形成およ
び自己配置技術の確立）を達成す
るには散逸構造の形成、目標C
（自己組織化法を用いた材料やデ
バイスの作製）を達成するには自
己集合と散逸構造形成の組み合わ
せに関する理解を深め、実用材料
の作製に向けた研究を推進する必
要があると思われる。
目標A（分子集合体の精密合
成）を達成するための課題
「自己集合では分子間相互作用
が重要な役割を果たすため、自己
集合による自己組織化の主たる課
題は分子設計にある。」
自己集合による自己組織化法
は、トップダウン手法では作製
が困難な数十ナノメートル以下
の3次元構造構築に有効であ
り、分子がひとたび適切に設計
されると、最小のエネルギーで
正確に3次元構造をつくること
が特長である。しかし現時点で
は、所望の構造を得るために必
要ないくつかの自己集合の原理
を組み合わせて用いようにも、
これが自己集合の原理であると
呼べるものがほとんど存在して
いない。今後、自己集合による
自己組織化法を進展させるため
には、水素結合や配位結合のよ
うな分子間力の制御に関する研
究を進めることで自己集合の原
理を解明し、所望の実用材料の
作製に必要ないくつかの自己集
合原理を実際に組み合わせて適
用する技術を確立することが重
要である。
また、九州大学大学院工学研
究院応用化学部門の君塚信夫教
授は、「今後は、ただ単にナノ
構造を作製すればよいというの
ではなく、革新的な機能を発現
できるような電子状態を有する
分子構造を設計し、その構造を
自己集合の利用により作製する
ことの重要性がますます増大し
ていく。」と述べている。
目標B（パターン形成および
自己配置技術の確立）を達成
するための課題
「所望の散逸構造を形成する場
合には、分子設計のみならず、分
子を取り巻く外部の環境（外系）
の設計を考慮する必要がある。外
系を設計するには、まず、対象と
する分子および外系を貫くエネル
ギーやエントロピーの流れを定量
的に評価する手法を確立し、次に、
対象とする分子が所望のパターン
やリズムを形成するために適切な
外系の設計指針を見出し、対象と
する分子および外系に実際に適用
させる技術の確立が不可欠とな
る。」
系を貫くエネルギーやエント
ロピーの流れについて理解を深
めるため、例示として結晶成長
を取り上げる。結晶性の物質を
溶液物質（原料）から固体結晶
に変えていく結晶成長は、様々
な材料の製造プロセスにおいて
非常に重要である。求める結晶
の厚さ、組成、形態、結晶の品
質（欠陥密度など）を得るには、
結晶成長過程において温度、原
料の供給方法、過冷却度あるい
は過飽和度などを制御する必要
がある。これらは経験的によく
知られた事実であるが、いずれ
も系を貫くエネルギーやエント
ロピーの流れをコントロールす
るための外系操作に他ならな
い。ここで挙げた結晶成長の例
で言えば、散逸構造形成による
自己組織化法を確立するため、
結晶成長機構の素過程（多くの
粒子が存在する系で起こってい
る複雑な現象を、少数の粒子の
間で起こっている過程の集まり
であるとして理解できる場合
に、その少数粒子間で起こって
いる個々の過程を素過程と呼
ぶ）について、エネルギーやエ
ントロピーの流れという観点か
ら研究する必要もあるだろう。
目標C（自己組織化法を用い
た材料やデバイスの作製）を
達成するための課題
「自己集合によって作製された
構造や部品（構成要素）を用いて
散逸構造を形成することで、所望
の材料やデバイスを作製するこ
と。あるいは、自己集合によって
作製された構成要素を所望の位置
に自己配置させることで、所望の
材料やデバイスを作製すること。」
本稿の「目標A（分子集合体
の精密合成）に向けた研究の例
盧化合物半導体量子ドットの作
製」のところでも触れたように、
わずかな電流を流しただけで強
く光る低消費電流高効率の量子
ドット・レーザーなどが実験室
レベルで作製されている他、
自己組織化材料研究の課題（目標と現状のギャップを埋めるには…）
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様々な研究領域で優れた成果が
得られてきてはいる。しかし現
時点では、3次元的に複雑な構
造をもつ実用デバイスなどを自
己組織化法により作製すること
はできない。まず、原子や分子
を自己組織化して原子や分子の
集合体（クラスター）を作製し、
更に種々のクラスターを階層的
に組み上げていって所望の材料
やデバイスを得るというのがよ
り現実的なアプローチであろう。
以上、本稿では自己組織化材料
研究における目標、現状および課
題について見解をとりまとめ、紹
介した。これまで述べたように、
革新的な機能を有するナノ構造を
作製する手法として、微細加工技
術のみならず、自己組織化法とい
う手法を進展させることは、多様
なナノ構造を作製する上で非常に
重要である。
さらに、他の技術を用いて作製
されている材料やデバイスを自己
組織化法によって作製できれば、
省資源・省エネルギー面での効果
が期待でき、地球環境・エネルギ
ー問題の観点からの重要性も大き
い。このように、自己組織化材料
研究は、ナノテクノロジー研究の
領域に留まらず非常に広範な領域
において、研究の進展が期待され
ている。以下では、自己組織化材
料研究を発展させるための２つの
課題について提案する。
盧分子設計等の技術の確立に
向けた理論研究者と実験研
究者の協同
今後、自己組織化法の発展を図
っていく上で、本稿において論じ
た目標A（分子集合体の精密合成）
および目標B（パターン形成およ
び自己配置技術の確立）に向けた
研究の更なる推進が必要である。
欧米における自己組織化材料研
究の取り組みにおいては、理論研
究者と実験研究者の協同により優
れた成果が得られているのに対し
て、我が国においては、このよう
な研究環境が形成されていない。
我が国が今後引き続き世界をリー
ドできるよう研究を発展させてい
くためには、この点の改善が重要
と考えられる。
自己組織化の理論について言え
ば、我々が通常目にするスケール
の現象と異なり、30 nm程度以下
では量子効果が顕在化するなど、
スケールによって支配則が異なる
ため、様々な理論研究者の参画が
必要となる。実験研究者について
も同様の事情がある。このような
多様な理論・実験研究者が円滑に
協同していくことを可能とするた
めの具体的な方策の一つとして、
理論研究者と実験研究者のインタ
ーフェースとなる人材の確保があ
げられる。ここで言うインターフ
ェース人材は、各種の条件を単純
化して成立している理論と実際に
行われた実験の関係を解釈し、研
究者にフィードバックするなど理
論家と実験家の間を取り持つ役割
を担うものであり、高度な資質が
要求される。
このような人材を確保すること
は、必ずしも容易ではないが、次
項で提案するアプローチによるプ
ロジェクト研究を組織する際に、
研究者間のインタフェース機能を
明確に位置づけ、プロジェクトに
参画する研究者の一部にこの役割
を与えることが、現実的な方策と
いえよう。
盪明確な研究目標を設定した
学際的・総合的な研究の推進
自己組織化法を、材料、デバイ
スなどの量産技術に発展させてい
くためには、本稿において論じた
目標C（自己組織化法を用いた材
料やデバイスの作製）を達成しな
くてはならない。原子や分子の集
合体を階層的に組み上げて３次元
の複雑な構造を自己組織化により
作製する技術を確立していくため
には、前項で論じた理論及び実験
研究者の協同に加えて、数学、物
理学、化学、生物学、材料工学、
機械工学など広範な分野の研究者
の協力が必要である。また、技術
の実用化に向けて産業界の研究
者・技術者が参画することも不可
欠である。
しかし、現状においては、分野
によって、自己組織化の概念が異
なっており、また研究に取り組む
問題意識が必ずしも共有されてい
ない。このような状況の下で、異
分野・異組織の研究者を結集し、
自己組織化研究を展開させるため
の1つの手段として、「明確な研
究目標を設定した学際的・総合的
な研究プロジェクト」の実施が考
えられる。
例えばまず、誰にでもイメージ
がしやすくかつ技術水準の大幅な
向上が不可欠である「ビーカーの
中でコンピューターをつくる」と
いうような総合的な目標を掲げ、
その目標達成に必要な様々な専門
家、あるいはこのテーマに興味を
持つ広範な専門分野の研究者を集
める。次に、その目的達成のため
に通過点となる解決すべき個々の
技術的課題を設定する。具体的な
例としては、①トランジスタに相
当する構造、②電子回路に相当す
る構造、③CPU（中央演算処理装
置）に相当する構造（アーキテク
チャー）の開発・作製などが考え
られよう。また、プロジェクトを
推進する際には、これらの課題に
取り組む研究グループおよび研究
者の役割と責任を明確化すること
おわりに
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が必要であろう。
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